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日野市長有 山 総殿

日監委発第 之6 号

昭和4:2年工2月 5 日

日野市監査委員斉藤 明

同 三浦重春

昭和4:2年 マ月 2 9日(日財収第記 o4:記号)地方自治法第 2.3 

3条第 Z項の規定にもとづき審査K付された、昭和 4 工年度目野市

一般会計決算書及び国民健康保険特別会計、病院事業特別会計i都

市計商事業特別会計、用品特別会計の各決算書なよび関係証書類K

ついて、地方自治法第工 99条第工項の規定にもとづく監査の結果、

財務に関する事業の執行及び経営K係る事業の管理、運営の合理化

K資するため、地方自治法第工 9 9条第 9項の規定により 、意見書

を提出します。
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昭和41年度臼野市一般会計-並びに各特別会計決算審査意見

第エ 審査の期間

自昭和42年工£月工 8日

至 昭和 42年ユユ月£工日

も 箆;2 審査の対象

ー

昭和41年度目野市一般会言十歳入、歳出決算

昭和 4工年度目 野市各特別会計歳入、歳出決算

第 3 審査の手続

第4

地方自治法第 233条第2.fj負の規定K基づき昭和 4ユ年度各会計決算は、

昭和42年ワ月 29日付、市長よb審査に付された@

よって決算諸表が適法左手続κょb、予算の的確 左執行が左されているか

否について、 言十数の確認をすよらために、会計諸i炭簿及び証拠書類の照合を待

行ったほゆゐ必要と認める審交を実施した。

審交の結来

各会計の帳簿及び証拠書類を照合し、慎重K審査した結果、歳入、歳出

とも計数に誤りないものと認められた。

筒、経理事務の処理方法については、別途検査、M 監査の際必要κ応じて是

正事項を指摘しているので省略するが、以下各会計K表現されている留意

事項κヲいては、今後更に検討を加え改善されたい。

第 5 審査の総合意見

昭和4工年度の一般会計及び特別会計(公営企業会計は除()の歳入総

額は1.854.ワ33.29 4円で、 ζれK対し歳出総額は工.821;125.092円で、

歳入歳出差引残額は 33.6工8.2Q 2 円となっている。

ととろが、別表K示すとな b各会計間の繰入金と繰出金を差引いたところ
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の笑質収支は、一般会計を除 き各特別会計とも歳入不足と詣って かb、

一般会計か らの繰出金は 85.ワ40.600 円に達 している。

国民健康保検事業特別会計及び病院事業特別会計Kあ売っては前年度K

比 し、 一般会計からの繰入金が大幅に増加し、」般会計への依存度が強

くなって きている。

公共性の面から考え、一放会計からの繰入金はやむを得ないもの と思わ

れるが、しかし市民全体が受益の対象で左いため一般会計からの繰入金

が多額に在る ととは、利用者と非利用者とのi穏に;不公平を生じるま?それ

があるので、収支の均衡を保つべき考慮をする ζ とが、いわゆる公共の

福祉K通ずるものと思われるので、 これを実現すべき事業計画をたてる

ことが望まれる。

一紋会計にないては、健全財政を縫持 しているが、歳入Kあって紅、歳

入の摂本でおる調定が一部の歳入を{徐き，適正な調定が行なわれていない

ζ と及び決算時点Lてがける未収入金の実j誌を確認 してい左いため、正確

な未収入金の把援がなされていない。

また、市財源の根幹をなす市説の収入率が低下し、 未収入金が増加 して

いるとと及ひ未収金の増加氏関墜 し消滅時効K よる不納火損額が増加し

ているので、と れ らの点については充分検討 し、 適正左説定を行い正確 .

ま未収金を把握する とと もに収入率の向上K努め未収入金の減少をはか

れ市税公平の負担の立場から消滅時効による不納久'損を行左 うことの

左いよう托留意すべ きである。

f旬、決算審査実施過程Kお通いて、 本年度の決算書に計上されている市税

の収入未済額と滞納整理簿に計上されている収入未済額の照合を行うた

め資料の提出を求めたが、意見書作成の時点にないて資料の提出がなか

ったので本決算審査意見書から除外した。

一方、歳出Kあっては、概ね良好な 執行がをされているもの と認められ

たが、左な一部の業務にないて改善を 必要と するものが見受け られたの

で、尚一層事務の合理化をはか b、最少の経費で最大の効果が得られる

ように努め、市民サーピズの向上K努力されたい。

-2-
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工.一般会計

工.総説

4 1年度一般会計決算額は歳入総額 エ.487.5.3乙50ワ円、歳出総額 工.428.

. 2 3 3. 5 2 c ~-yτ嘆 入歳出差引 59.2 98.98 ワ円の剰余金を生 ふとれを 4 2年

rtf一般会計に繰入金として歳入に計上している。

、 4ユ年度才人、才出決算額を 40年度才人才出決算額と比較する と、才人K

むいてユ64.336ユ90 円、才出K沿いて工;35.o29.8ワ5円といづれも増加
lt 

している。

さらに これを 39年変才入、:ナ[jj決算額 と比較する と才入にないて 50ワ.2

3 9.08 8円、才出Kないて 48之.65ユ.9工δ円の増加となって長b、逐年市

財政規模の拡大発展の様相を示している。

一般会計才入、才出決算:の年度別状況表

一一ι戸ーも一一一-一一ι¥、|豆、 一
メ?令、 l

屋三 泊、7
才入済;忽 l 才出済額 ;才人才出差引

l残 額

円 l 円 2

4エ i ユ.48ワ.532.50ワ:1.4 2 8.2 3 3.52 0: 5 9.2 9 8. 9 8ワ

屯

4 0 1.323.工96.3ユワ :1.2 9 2.6 0 3. 6 4 5: 3 0.5 9 2. 6ワ之

3 9 ・ 9 80.2 9 3‘4ユ9 白 9 4 5. 5 8 1.6 02 I 3 4.ワエ1.81ワ
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前記の如 く4 工年Ij立ー・紋会計決算額は歳入歳出の収支の均衡を得た健全

財政であ b、歳出 Kついては予算現額K対 し、 94.ワユ婦 の執行率で概

ね良好に執行されてい る。
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( 1) 歳入決算状況について

4 1年度一般会計の歳入決算額は 39年度の歳入決算額を 100とすると 40年

度は 134.98 %， 4 1年度は 151.74% と年々増加している。即ち，本年度の

歳入決算額 1，48ス532，507円は前年度の歳入決算額 1，323，196，317円に比し

164，336，190円の増加となっている。

これを自主財源と依存財源比率についてみると， 自主財源、は 1，130，39ス871円

で前年度に比し 231，326，852円 24.90% (前年度 2呪63%)の増加で，依存

財源、は 35ス134，636円で前年度に比し 36，990，662円呪39%(前年度 4呪52%

増)の減少となっている。

自主財源の歳入に占める割合は 75.99%で前年度より 5.98%上昇しており

財政規模の拡大にもかかわらず自主財源が増加している。

このように本年度における 自主財源比率の上昇は自然増による市税の増加(前

年度に比し 147， 0 48，2 2 0円 1呪63% )及び競輪， 競艇事業配分金が本年度よ

り収入されるようになったととによる 諸収入の増加(前年度に比し 70，680，882

円，約 6倍)によるものである。

‘ また，本年度の歳入決算額 1，48ス532，507円は予算現額 1，50ス965，000円に対

し 98.65% ‘の執行率で，予算現額に対し 20，332，49 3円の収入減となってい

る。

なお，本年度の執行率 98.65%は前年度の執行率 96.76%，前々年度の執行率

92.11 %に比し年々向上し，歳入見透しについての把握が向上していることが

認められる。
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また，本年度の歳入決算額 1，487，5 3 2，5 0 7円は調定額 1，518，290，555円に対し

96.84 %の収入率で前年度の収入率 98.49%に比し低下している。

これは主として市税収入率が前年度の市税収入率に比較して低調であったため

である。

即ち，本年度の収入未済額 30，504，321円の 95.17%は市税の滞納によるもの

であるので，今後，なお一層，徴税に努力する必要がある。
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歳入状況年度別比較表

越 金 i 30，592川 l 刊叫672し30，5 9 2，6 7 2 I 。
山口39I 84.75山 |

Jト
。! 5.70 1 1 8.00 

1川1什1… i山k山1什川1叩日…i 。 746 98.2ろ 1 0 0.00 

30，50“21 l . 
計 I 1.50ス965，000I 1.518，290，555 1.48ス532，507 下00.00 I 98.65 I 9797 
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使用料及 び手 数料

財 産 入

金

金

金

金

金

金

言十

昭和41年度

構 成 比 率 指

昭和 40寺渡 昭和 39年度

48.223.384 43，088.075 

決算額

昭和 41 年 度 昭 和 40年 度 i 昭和 39 年 度
戸一一一一一一一一一一一一ー一一一一一γ-一一ー一一一切 「

8 9 6.2 1 0.1 4 0円 74呪161920F i

収

寄 付

2，91ス456 2.564.279 

繰 入

。
5，000.000 

繰 越

48.885.946 

T 

92呪071.019

臨 時地方交付 金

地 方交

庫 支

支 出

66.892.550 

30.592.672 34.71 1.81 7 

付

国 出

1 4.078.4 57 

r 

1 8.078.000 。

都

市

計

メ弘、
口

8.4 48.000 ス794.000

1 5ス356.262 250.011，959 

62.252，374 51，31虫339

1 1 1. 0 0 O. 0 0 0 85，000，000 

35ス134.636 3 9 4，1 2 5，2 9 8 

1，487， 5 3 2.5 0 7 1. 3 2 3，1 9 6.3 1 7 

6 1 5.5 3 0.5 4 2円 60.25% 

6.542.640 1.26 

34.233.243 3.24 

4.388，299 0.1 9 

1 5.500 

2.202，382 3.29 

1 6.892，587 2.06 

36.898.223 5.70 

7 1 6.7 0 3，4 1 6 75.99 

。 1.22 

ス735，000 0.57 

1 66.31呪521 1 0.58 

50.035.4 82 4.1 8 

3司500.000 ス46

56.62妬 62.79% 

1.02 0.67 

3.26 3.49 

0.1 9 0.45 

。 0.38 

5.06 0.23 

2.62 

1.06 

70.21 

。
0.79 

1 6.97 

5.1 0 

4.03 

1 43.27 

28ス48

1 40.87 1 25.87 1 00 

58.43 1 00 

J
O
 

n
U
 

Q
U
 「。

円
ζ
円
ノ
』
Z
J
 

Q
U

円

U

A
.
 

，
o
 

ノ

O

221.97 

181.10 

。
1 0玖22

94.61 

1 24.42 

281.01 

1 35.49 

151.74 

1 00 

303.73 1 00 

諸 収入 I 84.7 5呪339

i 計 1.130.39ス871

I (依存 財 源 )

:iJ:;千¥::::i1::: 

1 00.76 1 00 

1 50.32 100 

1 02.5 7 '100 

21 5.1 9 1 00 
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o歳入の¥調定について . 、
¥ 

歳入の調定は収入発生の基礎を定めたもので，法令又lは契約に基づいて合

法的じ発生した債権であり，歳入であるかぎり 制定は必ず行なわれなけれ

ばなちないものである。 にもかかわ らず一部の歳入を除 き適正な調定が行

なわれていない。

尚，調定が行なわれていても調定の時期，調定金額に誤りが生じており，

正確な未収入金の把握がなされていないものがあるので，調定は法令叉は

契約に基づい℃合法的に誤り'なく行なうべきである。

また"才入の基礎となっている調定についての決案区分が日野市決裁規定
裁、

には明確に されていないため，調定の決戦区分が個々に異なっているので，

決裁規定を改正 し，決議区分を明確にすべきである O

第 1款市税

4 1年度の市税収入額は 39年度の税収額を 100とすると， 40年度は

121.71%， 4 1年度は 149.60%と年々増加している。

とれは主として経済情勢の推移と人口の増加に伴なう自然増によるもので，

前年度と同様， 順調な伸びを示している。

とれを税種別にみると次表に示すとおり，いずれも増収となっている。

このうち，特に増収となっているものは都市計画税と固定資産税であるが，

都市計画税は主として税率が前年度の 1，000分の 1に対し， 本年度は

1，00色分の 2に引き上げられたことなどから税収が倍額以上に増加した。

また，固定資産税は主として大規模償却資産の課税配分額が大幅に増加し

たことによるものである。

本年度市税の収入済額 896，21 0，1 4 0円は調定額 92 5，4 93，5 2 1円 に対し

- 9 -



96.84 %の収入率で前年度の収入率 9ス47%に比し，やや低下している。

仮りに，市税を直接的税(市民税，鼠定資産税，軽自動車税，都市計画税)

と，間接的税(たばと，電気ガス，木材取引税)に分けると，間接的税は

配付的な税であるので，収入率は 100%であるが，直接的税の収入率は，

1
外
ヌ

96.24%である。

とれを前年度の直接的税の収入率 9ス00%と比較すると 0.76%低下して

し、る。

とれは主として調定の仕方に原因があるものと思われるが，一面，納税者

(特に滞納繰越分)に対する徴収努力の不足と徴税吏員の不足のためであ

ると思われる。

.句 、、
.. 

“ 

円
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トトi 度男IJI 昭和 41 年度 ; 

i税別区羽-瓦定 額r--;疋五一一「五五 一瓦示一五百点 -;
i1 市民税 1405，651.68131 385.743J32f1 95.09%1 51.41弼! ?3302弼;
I 2 画定資産税I334.28五887! 328，09ス05'71' 98.15 '1" 43.73 I 185.35 ~ 

! 3. 軽自動車税I 8.3 5 9，3 7 1 ! ふ812，71 0十 81.50ト十一 0.9 1 I 1 5 5.0 4 S 

市税・税種別年度比較表

昭和 40 年 度 l 

H定額 同 入済額 i収江戸瓦五十五両-;
;35如何 ;-;fiT--;-~-6， ~7 4，91 f31 96.38者I 55.23行川59η

h29J371i ;01;400i ;82JU J:15j91  

:じγい川山に1η一;二:2¥:;:，:f一，3μ……3“m:::5M:::号:::川.:一一4ω川川O刊引81l 1;…2;:::…:;::一1口山川2引幻11::，;'

都市計画税4. 

β、
口 計

‘ 

昭和 3 9 ・年 度 φ

調定額 収入済額 収入率 構成率

3日間094F|28257570F 96.38% 56.7 8 % 100 % 

215，524;399 I 206，1 5μ35 I 95'.65 4'0.45 1 00 

5.7 63.7 1 1 4，394，180 76.24 0.86 1 00 

1 0，079，048 号70呪550 96.33 5.91 1 00 

5 3 1. 6 1 8，1 0 3 5 09，63 0，0 67 95.86 1 00.00 1 00 

1 1 
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歳入区分別収入状況表

昭和 ;0年度 ; 

; 収入済額 i収入率 ( 構成比 | 趨勢比 ; 

(749，167720円 97. 4 7 % I 5 6.6 2弼1 12日;
;57m4'397 i ゥ 86 l P538 i ii竺-~

:一三己ι」」849 l 1000o I 1 34.98 1 
戸

j
「川
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収入済額
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。市税の不納欠損処分について

本年度市税の不納欠損処分額 346，717円(480件)は地方税法第 18条

第 1項(時効消滅)による不納欠損処分額 261，947円(422件)と地方

税法第 15条の 7，第 4項(滞納処分の執行停止が 5年間継続 した ζ とに

より消滅)による不納欠損処分額 84，770円(58件)となっている。

この不納欠損処分額を税目別にみると，市民税 125，680円(224件)， 

固定資産税 190，1 67円(226件)，軽自動車税引，870円(30件)と

なっている。

① 地方税法第 15条の 7，第 4項による不納欠損処分について

地方税法第 15条の 7第 4項による不納欠損処分については，地方税法

第 15条の 7第 1項に滞納処分の停止要件として

1. 滞納処分をすることができる財産がないとき

2. 滞納処分をすることによって生活を著しく窮迫させるおそれが

あるとき

3. その住所及び滞納処分をするととができる財産がともに不明で

あるとき

と規定されている。

また同条第 4項に，第 1項の規定により滞納処分の停止の要件に該当し

滞納処分の執行を停止した地方団体の徴収金を納入し，又は納付する義

務はその執行の停止が 5年間継続したときは消滅すると規定している。

本年度の地方税法第 15条の 7第 4項による不納欠損額となった 84，770

円の滞納処分の執行停止の事由についてみると，生活難によるもの(地

方税法第 15条の 7第 1項の 2 ) 27件，家屋焼失によるもの(地方税法
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第 15条の 7第 1項の 1) 16件，土地売却後住所不明によるもの(地方

税法第九5条の 7，第 1項の 3) 5件となっており， 誤りなく不納欠損

処分がされているものと認められる。

列

② 地方税法第 18条第 1項による不納欠損処分について

地方税法第 18条第 1項(消滅時効)による不納欠損額は，市民税

100，260円(199件)， 固定資産税 130，817円(193件)，軽自動車

税引，870円(30件)，合計 261，947円(422件)となっている。

地方税の消滅時効として，地方税法第 18条第 1項に， r地方団体の徴

収金の徴収を目的とする地方団体の権利は法定納期限の翌日から起算し

て5年間行使しないととによって，.'時効により消滅する。 Jと規定され

ており，前条の規定を適用し不納欠損処分を行なっていることは，徴収

金について 5年間権利の行使を怠ったととになり適切な不納欠損処分と

ー

はいいがたい。

消滅時効にかかる以前において，時効中断及び停止の手続を行ない，消

滅時効による不納欠損処分はさけるべきである。なお，滞納処分の停止

の要件に該当し，その執行の停止が 5年間継続したものについては滞納

処分の執行停止により，不納欠損処分を行なうことが望ましい。
' e 

、i~:， ~ 

1. 市民税J二ーついて

本年度市民税の調定額は 39年度の調定額を 100とすると， 40年度は

119.61 %， 日41年度は 135J0 %と年々増加している。

これは大都市周辺地域における人口の急激な増加に伴なって課税客体が増

加し，:これに対し調定額が増加したものである。

Aι
『
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即ち，本年度の調定額 405，651，682円は前年度の調定額 35号06ス704円

に比較し 46，583，978円の増加となっている ら

従って， 調定額の増加に伴って税収額もま た増加しているものであるが，

本年度市民税の収入済額は 39年度の税収額を 100とする と， 40年度は

119.61 %， 41年度は 133.32.% と年々増加している。

即ち，本年度の収入済額 385，743;732円は前年度の収入済額 346，074，912 

円に比較しろ矢668，820円の増加となっている。

以上のととから，本年度は前年度に比較-して調定額において 46，583，970

円，収入済額において 39，668β20円の増加でj この調定額 と収入済額の

差額 6，ヲ15，158円は，つまり本年度と前年度の収入未済額の差額である。

とれは，本年度の収入率 95.09%に比し前年度の収入率は 96.38%で1.29

%の低下となったためである。

このように低下している要因は主として個人市民税の普通徴収分について

の調定の仕方に問題があり，決定の確認について不十分な点がある もの と

思われる。即ち，課税客体の把握の方法として，次のような方法で行なつ

ている。

① 市民税(個人)

ア.住民票より 20才以上の者を調査し台帳を作成している 。

イ.上記の対象者に対し申告書を配布し記入の上，申告の提出を求めて

し、る。

グ.申告書を配布したが，申告書の提出がなされなかった者については

所得調査表を郵送している。

エ.所得調査表を郵送し回答のなかったものについては実態調査を行な

っている。
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オ.過少申告のもφについては実態調査を行なっている 0--

カ.貸家， アパート等の不動産所得についても実態調査を行なっている。

キ.特別徴収については特別徴収義務者に対 G，給与支払報告書を送付

d し，給与支払報告書の提出を求めている。

参 考:昭和 41年度申告者数 7，7，9，7件

申告に基づき課税した‘もの 5，125件

不申告に対して調査表を郵送 Lた件数 3，800件

回答のあったもの 1，50Q件・?・ト・・一..一・・・.，...-.つ・・(刈

回答がなかったため実態調査を実施したもの;乙300、件.'.，(B)
(過年度 69件を含む)

(A)と(B)により課税したもの 2，272件

一一件
!

I' ~ 

首・

更正(実態調査，税務署への出向調査等によって行なったもの)

決定により課税したもの 1，879件(過年度 198件を含む)

円高義務者数 I

811 

特別徴収 !

計 I

1号19 8 

27;-4 0 6 ， 3 <9 3， 0 9 9， 8 5 0 

以上のような方法で昭和 41年 1月 1日現在における居住者の;把握を住民

登録票に基づいて行なっているため"住民登録票に登録されていても，実

際に 1月 1日現在居住していないために課税権が生じていない者に課税さ

れていたり，課税権が生じでいでも，課税時点じおいて既に転出しており，

転出先を調査しでも，なおかつ不明で，納税通知書の送達が不能であるも
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のについて調定を行なっている。

住所不明による 市民税督促状戻 り(41年度)

期別

5 

件 数 金 '額

1 6 4件 48.1，0'8 0円

1 2 7 ↑ヲス 410

2 0 1 4 0 6，4 0 0 

220 5， 3 3，3 1 0 

三ト斗
3 0 4，1 4 0 

1，922，3'30 

2 

4 

随

一
計

また，本年度の収入済額 385，743，732円は調定額 405，651，682円に対し

95.09 %の収入率で前年度の収入率 96.38%に比し全体としてやや低下し

ている が， とれを現年度課税分と滞納繰越分の税収状況からみる と，現年

度課税分の収入率は 96.85%で， 滞納繰越分の収入率は 40.28%と， 滞納

繰越分はかなり低下している 。これを前年度の滞納繰越分の収入率 43.09

%，前々年度の滞納繰越分の収入率 54:370/0にk比較すると年々低下 し，滞

納繰越分が年々累増している。

因みに，過年度からの滞納繰越分 12，61 3，1 72円は現年度課税分の未収額

1 2，3 7 5，5 8 S.円とほぼ同額で，これが滞納分として翌年度に繰越 され，滞

納繰越分が年々増大してゆくことを示している。

また，市民税を個人市民税と法人市，民税の面からみると，法人市民税の収

入率は?ヌ65%と 100%ちかい収入率Fであるが，個人市民税の収入率は

93.06 %と，法人市民税の収入率に比較して低調である。
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また，個人市民税を徴収区分からみると，特別徴収分の収入率は?呪56% 

とこれまた 100%ちかい収入率であるが，普通徴収分の収入率は 88.13% 

と，いたって低調である。

即ち，個人市民税の普通徴収分の議収については法人市民税と異なり課税

客体の増加と質に問題があるが，収入率が至って低調である最大の要因は

前述の通り調定の仕方に問題があるとともに特別徴収から普通徴収へ切替

った納税者の収入率が低調なためである。

従って，個人市民税の普通徴収分については課税の決定に際し，事前に充

分の調査を行ない決定の確認に誤りのないようにされたい。

なお，前記特別徴収分の未収分についてみると下表の通りである。

特別徴収滞納分内訳(41年度)

市民税は市税収入の 43;06%を占め， 固定資産税と共に市の重要な財源と

なっているので、全面的 K徴収成績の向上をはかるとともに税

負担の公平化の面から滞納繰越分について徴収方法の改善と徴収努力によ

って時効による不納欠損とならないよう一層の成果を挙げられるよう要望

する。
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市民税の現年度介 ・繰越介男!J年度男!J対比表

ー

1・

- 19 -



現年度課税分個 人 市民税 の種 別 年度別対比 表

市民税の現年課税分滞納繰越分別年度別対比表

1 年度

成率 趨勢

1.32 I 6ス

nu 
つL



I 2. 固定資産税について

1 
本年度固定資産税の収入済額は 39年度の税収額を 100とすると， 40年度は

1 1呪59%， 41年度は 133.02%と年々 t首加している。これは，諌税客体の増

加と大規模償却資産の謀税配分の増加によるものであるが，本年度の税収額

328，09ス057円は前年度の税収額 262.400.867円に比し約 65，696，000円余増加

しでいる。これは本年度特に大規模償却資産の課税配分が大巾に増加したた

めである。また，本年度の収入済傾328.09ス057円は謁定額 334283，887円に

対し， 98.15%の収入率で前年度の収入率 98.17%に比しほぽ同率である。

さらに，これを現年度謀税分と 格納繰越分の収入状況からみると，現年度課

税分の収入率は 98.72 %であるが，滞納繰越分の収入率は 54.18%と低調であ

る。これは過年度滞納繰越分の徴収が如何に困難であるかを示 しているもの

であるが， lilil定資話税は市民税 と異なり，課税客体が実在しているのである

から徴収方法の改善によって一層の成果を挙げられるものと思われる。

なお， 固定資産税は市税収入の 36.61%を占め，市民税の 43.04%とともに

(市税収入の 7呪65%を占めている)市税収入の根幹と なっている ので ，今

後各段の徴収努力が望まれる。
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固 定資産税収入年度別対比表

収入済額 I 収入 率 ;
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68.37 る，335，8979，26，6，964 

2 5 7， 4 7 8，2 0 4 

史81 1，330 

267，289，534 

昭和 3 9 年度

誠 定 額 収入済額 収入率

1 9 5，6 2 2，8 5 0円 1 9 1，6 2 8，0 4 1円 ヲス96ofo 

11，558，6 1 9 6，1 8 1，664 53.4 8 

207，181，469 95.48 

8，342，930 8，342，990 1 00.00 

2 1 5，52 4，3 9 9 95.65 
主一一一 一一一一一一一一 一一 一 』ー ー ー一一一 一
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3. 軽自動車税について

本年度軽自動車税の収入済額は日年度の税収署員を 100とすると， 40年度は

136.94 %. 41年度は 155.04%と年々 増加している。これは課税客体の増加

によるものであるが，本年度の税収額 6，812.7 1 0円は前年度の税収額，ムD17，400 

円に比し， 795，310円の増収となっている。また，本年度の収入済額

6.81 2.7 1 0円は，調定額 8.359，391円に対し 81.50%の収入率で，前年度の収入

率 82.46%に比し稿、々低下している。 さらに，これを現年度課税分と滞納繰

越分の収入状況からみると，現年度謀税分の収入率は 8呪46%であるが滞納

繰越分の収入率は 36.83%とかなり低調である。 これは課税客体の実態を確

認、することが凶雑であるので，台帳謀税主義によって課税を行なっているた

めである。即ち，台帳謀税主義によって調定すると，実在していないものへ

の課税がなされてしまうものがあるため，徴収を益々困難としているもので

ある。

従って，登録されていて，実在していないものへの課税がなされないように

すべき方法並びに実態に却した登録がなされるように行政指導を行なうべき

である。

なお，軽自動車税の収入状況について他市との比較を示せば次表の通りであ

る。
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都下 17市の軽自動車税の収入成績比較表

市 _g!j 

/¥ 王 子

立 JII ~ L 守門 0/A n -1 ZCn07-t n 

ー

武 J蔵 野

一 鷹

青 梅

、

府 中 15.1 26.885 1 1.589.0 1 0 76.61 
， ， 

昭 島 8，7 3 9.360 九827.850 89.57 

調 布 11.450.064 9.81 1.064 85.69 

町 田 1 5，5 85，4 7 0 1 3.588.990 8ス19 

金 井 6.988.981 5.1 73.941 74.03 

平 ヲ'.21 6.05 1 8.027.601 8ス10 

日 野 8.359.371 6.8 1 7，71 0 81.56 

東 村 山 ス41 0，1 20 6.3 1 3，1 20 85.1 9 
• 

国 分 寺 6.1 4 9，270 4，978，1 70 80.95 

留 立 4，83呪71 0 3.59ス870 74.34 

田 無 5，690，740 4.105，500 72.1 4 

保 谷 ス495，780 5.889，340 78.57 
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、軽自動車税の年度別、現年度課税，滞納繰越外別徴収状況

、-..;___ベ竺町平別 明 和 4 1 年 度

g1司定 額

1現年度課税分 |

2.滞納繰越分 1.264，33，1 465，61 0 

βCJ 、 ;寺十 8，359;37， 1 

昭和 40 年度

調定額 収入済額 収入率 構成率 !趨勢比率

i5341190円
円 94.24% 93.04% 1 35.04 % ;:i，598.840 

30.86' 6.96 1 68.65 

7，2 9 7，，3 7 1 I 6，0 1 7，4 0 0 82.46 1 00.00 1 36.94 

‘z 
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昭 和 3 9 年 度

調定額 収入済額 収入率|構成率 趨勢比率

円 94.35% 1 00.00必4，704; 120 

1，05呪591 23.42 5.65 1 00.00 248，180 

5，7 63.7 1 1 4，394，180 1 00.00 100.00 
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4. 都市計画税について

本年度都市計画税の収入済額は 39年度の税収額を 100とすると， 40年度は

124.8 4 %， 41年度は 304.99%であり，年々増加を示している。即ち，本年

度の税収額 2究613，11 5 円は前年度の税収額 12.121 ，633 円に比し約 17~491.000

円増加している。これは都市計画税の税率が前年度までは 1，000分の 1であ

ったものが，本年度の税率が 1，000分の 2に引き上げられたこと， 課税客体

が増加したこと等によって税収額が増加したものである。

また，本年度の収入済客員 2呪613，115円は調定額 31.255，055円に対し， 94.7 5 % 

の収入率で前年度の収入率 98.08%に比較して低下している。

なお，都市計画税の課税客体は大体，固定資産税の課税客体と同じものであ

るが，固定資産税の収入率 98.15%に比し低調である。 これは倒定資産税の

税収の中l二は収入率 100%の国有資産等の交付金，大規模償却資産の課税配

分並びに償却資産税等が含まれているためである。

また，都市計画税の滞納繰越分の収入率については，固定資産税の滞納繰越

分の収入率と同様現年度課税分の収入率i二対し至って低調であるが，都市計

画税の滞納繰越分の収入率 41.37%はす 課税客体が殆んど同じ固定資産税の

滞納繰越分の収入率 54.18%に比し低調である。

これは滞納繰越分について税目別に整理していないため按分により算定して

いるためである。

よって滞納繰越分の税収分についても税収区分を明確にすべきである。

第 2款 臨時地方特例交付金

41年度臨時地方特例交付金 18ρ78，000円は， たばこ消費税の減税補填金

14.579，000円と固定資産税の減税補填金三499，000円である。

- 26 -



2 第 3款地方交付税
内 υ

本市の基準財政収入額は基準財政需要舗を上細っているので普通交付税の

不交付団体とされている。

従って，普通交付税はないが，本年度は特別の財政需要 (人口急増，首都

圏，交通対策，基地，普通交付税の算定期日後に生じた災害，繰出金関係

等)に対し 8，44 8，0 0 0円の交付税があった。

第 4款分担金及び負担金

41年度の分担金及び負担金の収入済額 18，808，934円は， 前年度の収入額

1 3，573，921円に比し 5，235ρI3円の収入増となっている。

これは前年度の収入額に比し，児童措置費，老人措置費，道路損傷等の負

担金が各々 増加した。反面，土地改良費の負担金が減少し，差引増加とな

ったものである。即ち，児童措醤費負担金が前年度に比し， ろ，742.838円

( 4虫48%)の増加した要因は措置児童の増加と措置費の改訂による もので

ある。

また，道路損傷負担金が増加したのは，ガス，水道，電気工事等において

道路の掘削工事が増加したため東京ガス，東京地方電気通信部，水道等よ

りの負担金がj曽加したものである。

土地改良負担金が前年度に比し 1，265，000円減少したのは， 石川堰災害復

旧事業の地元負担金及び三沢小規模土地改良事業の地元負担金が前年度に

おい、て工事が完了したために本年度は減少したものである。

また，本年度の分担金及び負担金の収入未済額 1，20 8~9 0 7円は，前年度の収

入未済額 319，727，円に比し， 889，180円の増加となっている。

この収入未済額は児童措置費負担金 1，201，410円，老人措置費負担金日97

7
F
 

円

Jι



ーーーーー'耳

円とであるが，前年度に比し，大巾に増加した原因は前年度においては滞

納繰越分を謝定していなかったので，決算審査意見書.. で繰越謝定を行なう

ょう指摘したために，本年度において昭和 36年度より昭和 40年度までの

滞納分を調定したために収入未済額が大巾に増加したものである。

併し，上記の繰越謝定にはなお 15，215円の差異を生じているので，収入の

根本である謝定は充分慎重に行ない誤りのないよう注意されたい。児童措

置費負担金は負担金の性質上，収納率を 100%に達成するととはなかなか

困難であると思われるが，年々収入未済額が増加の傾向じあるので受益者

負担の公平化の立場から極力収入未済額の減少に努めるよう要望する。

なお，収入未i資額のうちには昭和 36年度の収入未済分 10.0..93.0円が含まれ

、わ3
~二こ，時効の問題が発生しているので充分検討を行ないy 適切な処

置を講ずるよう努力されたい。

. 、

第5款 使用料及び手数料

41年度使用料及び手数料の収入済額は 39年度の収入済額を 100とすると

40年度は1:25.87%，41年度は 140β7%と年々増加している。

即ち，本年度の収入済額 48，223.384円は前年度の収入済額 43;088，075円に

比し， 5，135，309円の増加となっている。 これは使用料が 2.143.354円，

手数料が 2.991;955円増加したものである。

J使用料が前年度に比し_，-2.1 4 3，3 5 4円増加したのは，市民プーノレ使用料の増

加等により総務使用料が 21.4，08'3円増加したこと，水道施設を布設，じたと

ころの市営住宅の使用料が，昭和 41年 1月より 1戸当り 2.00円値上げし

たために土木使用料が約 140.00.0円増加したこと，幼稚園使用料が前年度

1 まで，は所得により無料であったが，本年度は最低 1，.08.0，問としたことと，第

no 
巧
〆
}



2 
三幼稚園の関固による園児の増加により 1，604，00 0円の増加等があったた

めである。

また，手数料が前年度に比し， 2.991，955円増加していることは，主として

人口の増加に伴なって，し尿，じん芥等が増大し，戸籍，住民の登録の増

加等により手数料が増加しているためである。

。使用料及手数料の収入調定陀ついて

土木使用料，幼稚園使用料及び清掃手数料の滞納繰越分の謝定が正規の時

点において行なわれておらず， 滞納分が収納された時点において調定が行

なわれているので，収入の根本である調定は収納されなくとも，必ず正規

の時点において行なうべきである。

また，清掃手数料の過年度滞納繰越分 335，846円のうち，収入済となった

81，9 15円についての調定はな されているが，収入未済となった 253，931円

が謝定もれとなって， 本年度決算の収入未済額として計上されていない。

従って，前年度の決算において滞納繰越分が明確に把握されているものは

当然本年度において納入されなくとも滞納繰越分全額の調定を行ない，収

入未済となったものは決算書に明確に不納欠損額又は収入未済額として計

上すべきである。

なお，滞納となっているものについては検討を行ない，不納欠損処分をす

べきものは所定の手続ぎを経て早急に行ない，不納欠損に該当しないもの

については極力徴収に努め，収入未済客員の減少に努力されたい。
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手数料年度別比較表
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使用料 手数料年度見Ij 比 較表
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第 6款，国庫支出金

国庫支出金、は予算現額 19ス393，000円に対し，収入済額は 15ス356262円で

予算現客員に対し 79.72%の執行率となっており，前年度の予算執行率 9'3.74 

%に比し" 1A.Q2 %低下している。そのため，本年度は予算現額に対し，

4 ' 0~O .36.73，.8円の収入減となっている。

これは，第三小学校の防音工事が繰越明許となったため，教育費，国庫補

助金のうち騒音防止対策工事費補助金が 36.090.000円減収となったこと及、

ぴ防衛庁より交付内定されたが交付されなかったために 2.07'6606円が収

入減となったこと等が要因である。

国庫支出金のうち国庫負担金の収入済額はろ矢08ス581円で，これは生活保

護費負担金及び児童福祉負担金等が主なものであり，前年度の国庫負担金

3:1.886β52円に比し九200.72 9円の収入増加となっている。

国庫補助金の収入済額は 116，94ス795円で前年度の収入済額217，161，039円

に比し 100213，244円の収入減となっている。 このように国庫支出金が前

年度に比し 100.213，244円減少したのは， 騒音防止対策工事費補助金が

73.684β04円減少したこと，及び小，中学校増改築に対する文部省からの

補助金が減少したこと等が基因するものである。

え
第 7款都軍事出金

室、
都南出金は予算現額58，880，000円に対し，収入済額は 62252.374円で予算

現額lと対し 105.73%の執行率となっている。これは前年度の執行率 71.63

%に比し，可成り向上のあとが見られ予算見積が適正に行なわれたものと

認められる。

本年度の収入済額 62.252.374円は前年度の収入済額51，319，339円に比し，
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10.934.0 35円の収入増加となっている。これは，前年度に比し社会福祉整

備費補助金，土地改良補助金，徴税費委託金等が増加したものである。

都支出金のうち，都負担金は 7，24.7;605円で，これは生活保護費負担金

1，027，924円，社会福祉負担金 1，6-9宍710同，児童措置費負担金 682.070円

及び保健衛生費負担金 3.837，90.1円とであり前年度の負担金 4.43 8，194円に

比し， 2.80只411円の増加となっているο日

叉，都補助金は 4.1，244.0071弓で， ‘これは選挙費補助金，青少年問題協議会

補助金等の総務費補助金 4.154，1'7D円とj社会福祉補助金，児童福祉補助金

等の民生費補助金 22.998，1.72円ι及jぴ，衛生費補助金1，'664ρ05円，労働費

補助金 409，800円，農業委員会補助金 6356β80円、，土木費補助金5，863，000

円，教育費補助金 187jODO円とで あり，前年度の都補助金 32.77 0.6 54円に

比し， 8，4 73，353円の増加となっている。 &これは民生費補助金及び農業費

補助金等の増加によるものである。

都委託金は 1-;;，7 6 0，7 62円:でこれは徴収税費委託金が 13，265，222円，統計調

査委託金 45ム820円等であり，前年度の委託金 14，110，49'1円に比しろ4呪72.9

円の減少となっている。

第8款財産収入

4 1年度財産収入額 2.917，456円は，財産運用収入額 1，589，019円と財産売

払収入客員 1，328，437円とである。

財産運用収入は!日直営診療所及び医師住宅，教員住宅，豊田郵便局敷地，

職員住宅，農林省外 2件等の土地建物の貸付収入と公益質屋基金の利子収

入である。

また，財産売払収入は，公益質屋流質物売却代金と i日落川分校舎，二中用
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可

務員室，二中校舎等の解体払下げ代金並びに中古車売却代金等で，誤りな 4

く処分されj収入がなされているものと認められる。

第 1'0款繰入金

41年度繰入金 48，885，946円は予算現額 49，888，'000円に対し 1，002.05ヰ円の

収入減となっている。これは当初予算において用品特別会計よ Jり、の繰入金

を:初 O{);OOO円計上したのであるが，用品特別会計の運転資金が 2.000，000

円で間に合ったので 1，000.000円の差異を生じた主な原因である。

本年度の繰入金 48，885，946円は用品特別会計よりの繰入金 1，99ス443円，用

地特別会計よりの繰入金 46β92.220円，市制記念事業基金よりの繰入金

7ヲ6，283円とである。

用地特別会計 よりの繰入金は前年度において東大久保の用地を売却し，一

般会計及び特別会計ヘ繰入れたが，なおかつ 46，092，200円の残金が生じた

ので，本年度において一般会計へ繰入れたものである。

市制記念事業基金繰入金は前年度において，市制記念事業基金が廃止され

たため，本年度において一般会計へ繰入れたものである。

第 1竹1款繰越

4れ1年度繰越金ろ叩0.592，672円は前年度決算における才入， 才出決算の差引

残額を繰越金として才入されたもので，前年度の繰越金 34.711.817円に比

し， 4，119，145円の減少となっている。

第 12款諸収入

41年度の諸収入額 8475丸339円は，予算現額 71.827.000円に対し，
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12.932.339円の収入増額となっている。これは収益事業の競輪事業と競艇

事業の配分金が増加したことと雑入金の国民年金印紙売拐'J手数料，学校安

全会掛金，雑入等が収入増となったためである。

また，本年度の収入済額 84，759，339円は前年度の収入額 14JJ 78，4 5 7円に比

じ， ワ0;68:0882円の収入増となっている。

とのよラに大巾に増加したことは，収益事業として 11市議輸事業及び，

10市議艇事業の記分金 68，345，000円の収入増と小口事業資金貸付元利収

氏三7:3: 0~ 1 デ5 円等が増加したものである。

第 13款市債

間 41年度市債の発行額 1.11，0.00，000円は予算現額 113，000.000円に対し，

-2.0 0:0，00.0月の減額となっているが，これは第三小学校の紡音改築工事が当

初計画に変更を生じたため明許繰越となったためである。

本年度一の、市債額 111.000.000円は前年度の市償額 85，000，000円に比し，

26ρ00，000円の増加となっているが，これは主として前年度のごみ処理施

設整備の起債が明許繰越となって本年度発行されたためである。

本年度起債の内訳は第二小学校々地，第三小学校及び平山小学校の防音工

事，平山小学校屋内施設整備，第二中学校の防音工事並びに市民プーノレ建

設，公民館分館等の教育債 57，000.000円，前年度から明許繰越となったご

み処理施設整備，曝気槽工事，ごみ運搬工事の衛.!:i:I33，000.000円，福祉
センター建設のための民生債 21.000.000円等でdるO これは，大都市周辺
都市における起債が殆んど人口の増加と都市化のため止むなく市の財源を

起債に仰がざるを得ない実状を物語っているもので， 3 9年度の起債額を

100とすると， 40年度は215斗9%， 41年度は28工心設もと年々増加してお
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外

り，今後も人口の増加と都市化が進むi浪り益々市は，その財源、を起債に仰

がざるを得ないであろう。

• 
宅

、

(2) :歳岳決算状況について

41年度一般会計の決算額は予算現額七50ス965β00円に対 し，支出済額

1，428，233，520円，不用額 40.43 7，1 5 1円で，予算現額に対する執行率は 94.71% 

である。これを 40年度の執行率 94.52 %， 39年度の執行率 88β5%，に比較す

ると，逐年向上しており，才出の見透しについての把慢が向上していることが

認められ，全款を通じ各款とも殆んど 90%以上の執行率で，概ね良好に執行さ

れている。

ただ，教育費については第 5小学校校舎の防音改築工事費 39，294，329円が当初

計画に変更を生じ て繰越明許となったため， 執行率が 8虫36%に低下している。

また，本年度の才出決算額は 39年度の才出決算額を 100とすると40年度は，

1 36.70 %， 41年度は 15 1.04%と年々増加している Q

即ち，本年度の支出済額 1，428，233.520円は，前年度の支出済額 1，292.603.645

円に比較して 135，629，875円の増加となっており， 殆んど全款に亘って支出増

加となっている 。併し，教育費については 40年度をピークとして， 下向して

いるが，依然として総支出額の 30.70%を占めている。

次に総務費 20.70%，民生費 14.75 %，衛生費 13.02%，土木賞虫79%の}I民とな

って労働費は最少の支出額で 0.40%となっている。

なお，才出決算額を性質別に分類し，その内容について前年度と比較すると次

表に示すとおり人件費，物件費等の消費的経費は 87 2，5 8 5，0 0 0円でトー前年度に
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比較すると，給与水準の引上げ，物価の上昇等の影醤により 186，07 1，00 0円の

増加となり，その増加率は 2ス10%となっている。

一方，各種建設事業の事業経費である投資的経費は， 4 32.5 94，0 0 0円で，前年度

に比し， 1 0 7，4 6 2.0 0 0円の減少となり，その減少率は 1虫90%となっている。

次に決算総額に占める構成比率について前年度と比較すると，消費的経費にお

いて 8.1%増加し ，投資的経費において 11.5%低下している。

十凶一~費トBI\え4年度別分」¥ 4 1 年度

決 『算額構成比

千円f ~% 
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このように本年度才出決算額は人件費を始めとする消費的経費の増大に反し，
守 二: 一

建設事業経費である投資的経費が減少している。

また，本年度の才出決算額 1.428，233，520円は予算現在員1，50ス965.000円に対じ，

94.7 1 %で， 40.4 3ス151円の不用額を出している。

なお，本年度の執行率 94.71 %は，前年度の執行率 9452%，前々年度の執行率

88.85%に比し，年々向上し，才出の見透しについての把握が向上しているこ

とが認められる。

-38ー



般会計歳出執

二5-4→6十一一3斗3t0747091 i←1ト1一一一1二11一一261一一44R一一9一41-6 -6 3 1 J 97m48.75q395; ヲス5 ! 日 069，340
8M 161127ム584

11jj  

5諸支出金j61:of  j ;241 7 1.09L9，738，00日
14.繰上充用金 0 。I 0 I -

15.予 備 費| ス991，848 G 01 0 四 2，01 0，5 

歳出合計 |印刷5，0001，428，233，520 151.04 1，367.559，274 

※決算額趨勢比率は昭和ろヲ年度を基準とした。
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第 1款議会費

41年度議会費の才出は予算現額 29.244，000円に対し，支出済額は

29，015，948円で， ヲ虫22%の執行率である。

この予算執行率は 40年度の 98.67%， 39年度の 98.18%に比し，年々向上
ι 

して lj¥;る。

また，本年度議会費の支出総額は 3.9年度の支出総額を 100とすると， 4 0 

年度は 101.97%，41、年度は 105.7，5 %と僅かながら増加となっている。

議会費の支出内訳をみると，支出総額の大部分は職員給与費と 議員報酬の

一人件費であるが，人件費の、支出総額に占める割合は， 41年度 8ス05%，

40年度 86.90%，:39、年度 81.1，0%と年々増加している。

これは， 、職員給与のベースアップによって増大したものである。
、、可

なお，人J件費の支出額は 39年度を 100とすると， 40年度は 10呪26%， 

41年度は 113.51%と増大し，支出総額の増加率以上に伸びている。人件

費以外の費用については， 3 9年度には， 議会用自動車の購入賞，議員の

北海道方面の視察費，議員共済費の負担金増等特別な支出があったが， 39

年度の支出総額を 100とすると， 40年度は 70.71%， 41年度は 72.46%

と人件費以外の支出割合は少なくなっている。このことは支出総額の増大

I にもかかわらず，人件費以外の費用については経費の節減がはかられてい

るものと思料される。

さらに，支出額の内訳を節別にみると，交際費については40年度900，000

円の支出に対じ， .41年度は 1，19柄拘円と約 300.000円の支出増がみられ

る。これは日野市議会が東京都市議長会の役員都市となっている関係から

支出増となったものである。

旅費については当初予算に 995，000円を計上したが，このうち委託費に
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300，000円流用し t 200，000円を減額補正して，予算現客員 495，000円とし

ている。これに対し支出済額は 478，580円となっている。

これを 40年度の旅費支出額 807，492円に対比すると，本年度は 329，000円

の支出減となっている。需要公については食糧脅が需用貸の52.29tJTを占めている。

委託費については，当初予算に 180.000問を計上したが， • 4)1年 .10月に旅

費から委託費に 300，000円流用し，さらにこれを 42年 5月に 40，000円、減

額補正し.本年度決算では 400.000円の支出済となって 40ρ00円の不用額

を出している。

これを 40年度の委託料支出額 400，000円と対比すると同額であり，支出内

容も同じであるということからして，前述のように他節からの流用，補正

減額，不用額を出していることなどからみて予算編成に当り，より一層こ

れらの点について検討する必要がある。因みに，委託費の支払内容は，両

年度とも議員研修費 360，000円と議会報記付委託料 4O~OO 0円となっている。

なお， 議会費全体の補正については補正率 3.43%で，補正額の大部分は職

員給与改訂に伴なう人件費の増額補正で，人件費以外の補正では減額補正

をーしている。

以上の面からみて，予算の執行状況は大体予算計画に従って執行され，特

に不当支出と思われるものはなかったので，全般的にみて概ね良好に執行

されているものと認められた。
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人件費の支出 1央泌表

二 百三f出三コl
- ιo  ~一二戸~j十24.3117J
3 9 寸一万438，73 91 22，2 5 1，;寸

要

81.10 100，00 

人件費以外の支出状況表

‘ ¥ 

a支出済額，I 

915，94g 

予算の補正状況表

当初予算額

28.275，oop 

補正額 ( 予算現額 i補正率 l 摘 j 要

96tooP121244305! 55声l
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第 2款総務費

41年度総務費の才出は，予算現額 302.441，268円に対し，支出済額は

2 9 5，7 00，3 0 7で， ヲス77%の執行率である。

この予算執行率は前年度のヲ8.21%に比し，稿、々 低下じているが，この理由

は次のごとき配慮によるものである。まず第一に，一般経費の節減をはか

ったことで，そのうちの殊に需用費の節約につとめた。また用品特別会計

への繰出金が予算額 3.000.000円に対し， 2.000.000円で i習に合ったために

1，000.000円の不用額をだしたこと，なお，これとは反比例的に予算計上

の際に一部甘かった点があったことなどによって執行率が低下したことが

指摘されよう。

また，本年度の支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると， 40年度は

12ス83%. 41年度は 181.19%と年々増加している。

総務費は元来，市役所運営に要する経常的経費が主体である関係から総務

費の主なる経費は，人件費と需要費によって占められている。

即ち，本年度総務費の支出総額 295，700.307円は，前年度の総務費の 支出

総額 208，613，850に対比し，約 87，086，000余増加している。 これは主とし

て人事院勧告に基づく給与の改訂，並びに職員数の増加によるものであり

需要費については，市民人口の増大に伴なう市役所事務の増加，並びに諸

物価の上昇によるものである。

因みに，総務費中に占める人件費の割合は 75.40 %の 222，969，087円であり

前年度の総務費の人件費 153，21 1，067円 (73.44 %)に比し約69，758，020円

の増加となっている。

但し，本年度の人件費中には勧奨退職による返織金 56，162.363円が含まれ

ている。
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なお，本年度の主なる行政効果としては，

4 ① ")6'0才以'上の老令者、に対する勧奨退職を実施し，職員構成の是正

と行政機構の改善をはかった。

② 一般管理費の増加に対し，節減l二努めた。

③ 多摩平にあった建設部を本庁舎隣りに第三庁舎を建設し，行政機

関の集中をはかり，建設部跡に多摩支所をi開設し，市民のすーピ

スにつとめるとともに事務の能率化に資した。

誌

@ 各地区自治会館の増改築に対し，補助金を交付し s 地区住民の福

祉の増進をはかった。

等の諸点をあげることができる。

， j 

ι

・

白、
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総務費の項別 年度別対比表

、項ミ別¥¥4~3空ιJ54l 
予 算額 予算決算額決算額 予算決算額決算額

予算現額 執行 勢比率予算現額 支出済額 執行率構成比趨勢比率予算現額 | 支出済額 執行率構成比趨勢比率

% 円 %1 %1 %円

2徴税費i川 492，5001 47，589，2341 96.15[ 16.091 143.9211 42，582，0001 41，76ω631 98.0 7 1 20.02 1 1 26.3011 33，633.5891 3三065，814

山~G，465，766 1 9z 山 10，1 3山山口97 1 9 6.7 7 1 4. 7 0 1 3山 2，5~9 2 21 2，51 0.5441 99.1 91 1. 541 1 00.00 
4mDol - |叶 0.18i叶 2044D081188651992300901BJ 1056D9H山山

4 6，00 o! 53 8.0 4 1 8 3.2 9 ! 0.1 81 1 3.8 31 川 0001 1，378.0601 93.051 0.66 1 35.43il 4，093，03 …2.38 I 1 00.00 

7 1，000 i ろ，045，4281 99.17! 1.041 i51.8311 2，619，0001 2，600，2931 99.291 1.251129.6411 2，045，5791 2，005，7781 98.051 1.23 
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1. 総務管理費について
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① 一般管理費について

本年度の支出済額 201，511，641円 は予算現額 204，8 96，00 0円に対し

92.4 7 %の執行率で， 40年度の執行率 98.33%， 39年度の執行率 98.59

%に比し，年々低下の傾向を示 している 。

これは主として用品特別会計への繰出金が予算現額 3，000，000円に対 して

2，000，000円の繰出金で間に合ったため 1，000，000円の不用額を出したこ

と，また需用費の予算現額 8，152，599円に対し，支出済額はス10呪900

円で，燃料費，印刷製本費，食糧費等を節約して 1，042，689円の不用額 と

したためである。

また，本年度の支出総額 201，5 1 1，64 1円は前年度の支出総額 117，609，234

円に比し，約 83，902，000円余増加している。

これは主として人件費の増加によるものであるが，本年度の人件費は職員

給与費に報酬審議会委員報酬を含め 163，5 2 7， 9 1 3円で前年度の人件費

90，046，316円に比し約 73，428，000円余の増加となっている。

これは，本年度において特に退職金として 56，162，363円が支出されている

こと，機構改革に伴なう職員の配置換え増加，職員給与のペースアップ並

../ 

びに報酬審議会委員報酬等が支出増加となったためである。

なお，人件費以外の費用についても前年度の支出額に比し，約 10，000，000

JA 
円ゐ増加となっている。これは主として需要費，工事請負費，補助金，備

品購入費等が増加したものであるが，その支出内訳をみると，需用費につ

いては光熱水費，燃料費，消耗品質，印刷製本費，修繕費等が増加してい

る。
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工事請負費については第二庁舎建設費，本庁舎改造工事費，補助金につい

ては，中込地区専用水道組合，職員互助会，各地区自治会館等の増改築費 予

の補 助念，備品購入費については庁用自動車，庁用備品費等がいずれも増

加している。

② 文書広報費について

本年度の支出済額 6，45丸843月は予算現額 6，55ス000円に対し 98.52%の執

行率で奇ij年度の執行率 9虫52%に比しやや低下しているの

これは主として広報の印刷製本費の一部が不用額となったもので，広報は

従来月 1回の発行であったが， 4 2年 1月より月 2回の予定で予算に計上

P されていたが， 1月はお正月の関係から掲載資料の収集が不十分であった

ため月 1回しか発行できなかったので 1回分の印刷製本費が不用額となっ

たものである。

また，本年度の支出総額 6，459，843円は前年度の支出総額 3，502，937円に比

し，約 2，957，000円の増加となっている。

これは，主としてマイク車の購入費及び広報車備品購入費の増加分と広報

印刷費，法規追録代の増加によるものである。

③ 財政管理費について

本年度の支出済額 426，757円は前年度の支出総額 425，943円に比しほぽ同

額程度の支出額であり，その他支出内容も需用費，使用料，備品購入費等

の経常費で特に指摘すべき点はない。
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④ 会計管理費について

本年度の支出済額 40矢73'3円は予算現額 428，000円lご対じ95.73 %の執

行率で，前年度の執行率引.73%に比し'良好に執行されている。

本年度の支出総額 40矢73'3円は前年度の支出総額 424;700円に比し，ほ

ぽ同額程度の支出額で，その支出内容も需用費，役務費，備品購入費等

の経常費で特じ指摘すべき点はない。

⑤ 財産管理費について

本年度の支出済額 6，45呪709円は予算現額 6;818，000円に対し， 94.74 % 

の執行率で，前年度の執行率 96.18%に比しやや低下している o これは

主として火災保険料が全国市有物件災害共済会に保設契約を切替えたため

料率が低くなったととと， 電話架設費の支出減によって不用額を生じた

ものである。

また，本年度の支出総額 6，45呪709円は前年度の支出総額 5，870，066円に

比し，約 5'8矢000円の増加となっている。

これは主として多摩平行政セ γター用地費と直診起債分の償還金等の支

出増によるものである

なお，報償費から共有地の寄付に対する謝礼金として 80，000円が支出

されているが，寄付とは，地方公共団体以外のものから当該地方公共団

体に対してされる財産上の無償譲与であるから，とれに対して謝礼金を

支払うということについては多くの疑問がある 6
， 、 ，

⑥ 企画調査費について iト

本年度の支出済額 517，123:円は予算現額 671，000円に対し 7ス07%の
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執行率で前年度の執行率 93.03%に比しかなり低下じている。 これは主

として報償費と旅費から生じた不用額である。

報償費については予算現額 1，00.000円に対し改善提案に対する入選者の

賞品代として 50，360円が支出され，不用額として4呪640円を生じたの

であるが， これは事務能率の研修に対する講師謝礼金として予算に計上

したもので，事務能率の研修については講師を招へいせず，日本能率協

会に職員を派遣し受講せしめたため謝礼金が不用額となったものである。

なお，事務能率研修については一般管理費より受講料並びに旅費として

44.800円が支出されている。

また，研究旅費については予算現額 50，000円に対し先進都市視察研修

のため 2名の職員が派遣され 1ス070円が支出されたのみで不用額として

32，930円が生じたものである。

なお，機構改革に伴なう企頭i業務方針がまだ未整備であったために，そ

の他の研修視察を見送ったためでもあ'る。

また，本年度の企画調査費 517，12，3同は前年度の支』出総額 286，533円

に比し約 230;000円余増加している。

これは市立病院経営診断についての委託料である。
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ところが，今回の経営診断は経営診断の委託先の検討が充分でなかった

ために病院経営診断の経験に富んだ専門的知識の保有者に委託がなされ

ていない。また経営診断を病院自体が自発的に経営診断を依頼したもの

でなく，企繭室において直接依頼したこと及び病院当局への働きかけが

たりなかったためか，余り病院当局の協力が得られていない。

そのため，経営診断の結果をみると，抽象的で具体性に乏 しく 当市の病

院と同一形態の他市の病院との比較検討がなされていないこと及び病院

経営の実態が正確に把握されていない等，内容が充実していないところ

が多く見受けられる。

病院の経営診断を行なうには，まず第一に経営診断を行なう者が病院経

営診断の経験に富んだ専門的知識の保有者で病院経営についての指導的

立場にある者でなければより効果的な経営診断を期待することは困難で

あると思われる。第二とじて病院経営の実態を把握するととが必要であ

り， 病院当局の協力が得られなければ確実な実態を把握するととが困難

である。ただ今回、経常診断を行なったことにより，病院職員の志気高

ょうがはかられ，病院自体で考えてはいたが実行出来得なかったことを

敢行しようとするようになったことは効果があったものと恩われる。

尚，今後は病院自体が自主的に長期経営計画(5カ年)を策定し実績 と

照合しつつ経営合理化の実をあげるべきである。

⑦ 青少年問題協議会費について

本年度の支出済額 370，580円は予算現額 512，000円に対し 72.38%の執

行率であり， 4 0年度の執行率 82.47'%， 3 9年度の執行率 92.70 %に

比い年々低下している。これは主として青少年問題協議会委員が会議
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に欠席した日数が多かったため，報酬の一部が不用額となったためであ

4
寸
a

也
、
守
点

-
J
ノ
‘

.へ
、
、

る。

また，本年度の青少年問題協議会費は-39年度の支出総額を 100-とする

4i年度は 6652%と年々減少してし¥る。40年度は 7呪71%， と，

このことは青少年問題に対する市当局ならびに協議会委員の熱意と関心

が薄いことを表わしているように思われる。

、
、 ‘

支所・出張所費について③ 

本年度の支出済額 1，070，545円は予算現額 1，207，000円に対し 88.69%の

やや低調である。執行率で，

出張所に.おける庁用備品購入費による不用額の

との不用額は支所出張所における自転車購入を目的とし

て編成した当初予算 180，000円に対し，

これは主として各支所，

ためであるが，

一部本庁の古自転車をもって購

入すべき自転車に代替し，経費の節約をはかったととによって不用額を

. 

出張所の人件費については一般管理費より支出されている。

出したものである。

支所，なお，

交通安全対策費について③ 

本年度の支出済額 561，928円は予算現額 608，000円に対し 92.42%の執

行率である。

支出総額 561，928円の大部分(支出総額に対する負担金の割合は 78.30

%である)'は交通安全協会に対する負担金で，交通安全対策事業につい

ては協会が実施することになっておりJ市とじては市内の官公庁並びに

各種団体の代表者を交通安全対策協議会委員 ("38名)に依嘱し，各委員
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総務管理費の目別・年度別対比表
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から交通危険個所，交通問題等の対策につき協議し，協議会として要望

事項を取りまとめて交通安全協会に要望することや交通安全についての

PR活動を行なうための協議会運営企費である。

⑬ 諸費について

本年度の支出済額 128，1 01円の支出内訳は 4'0年度自作農創設特別措置

特別会計取扱交付金の返還金 40，200円， 38年度身体障害者保護費補助

金超過交付額返納金 1，500円， 40年度精算確定による保護費補助金溺内

金 22，133円と簡易水道復旧工事の利子補給金等である。

簡易水道復旧工事に対する利子補給金については，社会福祉協議会を通

じて落川台地区へ間接的に摘助しているが， との場合は市が直接落}1 j台

地区へ補助金として支出すべきである。

2. 徴税費について

徴税費の支出済額 4ス58只234円は，予算現額 4呪492，500円に対し 96.15% 

の執行率で， 40年度の執行率 98.07%， 39年度の執行率 98.31%に比し

年々低下している。

これは主として，納期前納付者に対する報償金，印刷製本費，郵送役務費

等の支出減等によって不用額を生じたためである。

また，本年度の徴税費 4ス589，234円は 39年度の支出総額を 100 とすると

40年度は 126.30%， 41年度は r43.92%と年々増加している。

これは税収の伸びによる徴税額の増大，課税客体の増加に伴なう調査，事

務処理の増大と煩雑化等のためであり，そのために経費が増加したことと，

納税成績による奨励金等の増加が職員数の増加並びに職員給与のベースア
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ツプ等による人件費等の増加によるものである。

徴税費の目別年度対比表
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: ， 

① 税務総務費について

本年度の支出済額 35，812，826円は予算現額 36，171，000円に対し?呪01

%の執行率で前年度の執行率 98.18%に比しやや向上している。

また，本年度の支出総額 35，812，826月は前年度の支出総額 33，854，170

円に比し約七858，000円余増加している。

これは主として職員数の増加と職員給与のペース7::;/プ並びに固定資産

評価審査委員の報酬を含めた人件費と課税・徴収事務賃金等の支出増加

によるものである口

即ち，支出総額に占める人件費の割合は 96.80%で， 4 J年度の人件費

34，668，269円は前年度の人件費 33，1. 7 5，1 6 3円に比し約 1，493，000内余の

増加となっている。

また，課税・徴収事務賃金については，課税客体の増加良税収額の増加

等のためアルバイトの人員と日数の増加，賃金の増加等により 580，000

円余増加している。

② 賦課徴収費について

本年度の支出済額 11，776，408円は予算現額 13，321，5D 0円に対し 88.40%

の執行率で，前年度の執行率 93.DO%に比し，低下している。

とれは主に納期前納付者が予定より少なかったために，納期前納付者に

対する報償金の一部が不用額となったこと，納税用印刷物について予算

の積算が甘かったことから印刷製本費の一部が不用額となったこと，郵

送納金が予定より少なかったため役務費の一部が不用額となったこと等

によるものである。

因みに，本年度の印刷製本費については当初予算に 4，045，750円を計上
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したが，第 9回の補正で 246，000円を減額補正し予算現額 3，799，750円

とした。

しかるに，本年度の決算額は、2，853，158円で予算現額と決算額の差引額

は 946，592円である。

さらに， この 946，592円をパインダー，陰画紙等の消耗品の購入に

530，7 66円を節内流用し 415，826円を不用額としτいる。

なお，;本年度の印刷製本費 2，853，158月は前年度の印刷製本費'i，749，9 57 

円に比し倍額以上となっている。
、、，

以上のととから，本年度の印刷製本費の予算額は予算の積算においてか

i"なり甘い算定をしているものと思われる。

また，本年度賦課徴収費の支出済額 11，77 6，4 0 8円は前年度の支出済額

九906，ス93円に比し約 3，8:70，0 00円余増加七でいる 円パ

これは主としで印捌製本費，パイジダ一等の消耗品，郵便料金の値上げ

による通信運搬費，市民税の普通徴収計算の委託料，保管局の耐火書庫，

計算機の購入費，納税貯蓄組合数並びに組合員の増加に伴なう納税額の

増加に対する奨励金等の増加によるものである。 ゐJ、

なお，本年度一般会計徴税費から納税貯蓄組合に対し，納税奨励金(助

成金)とじて 2，271，525円を交付しているが， このうちには国民健康保

険税の納付に対する助成金の一部 10，090円が含まれている。

これは助成金の交付対象が同じ納税貯蓄組合であることから誤って一般

会計から支出されたものである。

¥ 之の場合』国民健康保険税の納付に対する補助金が不足しているならば

一般会計から特別会計へ繰入れを行なってから支出すべきである。
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、e、
戸籍住民登録費について3. 一一

一
+
十
拡
削 住民登録賞の支出済客員.1 6， 6 2 2， 5 8 6円は，予算現額 16，6 8 1，0. 0. 0.円戸籍，

1 0.0 %ち:かい良好な執行率である。?呪65%の執行率で，に対し，

3 9年度の 98.5 2%に比し年々向上この執行率は， ιc年度の 9虫27%，

している，

本年度の支出総額 16，6 22，5 8 6円は，前年度の支出総額 21，6 3 3，9 71 また，

約 5，0.0.0.;0. 0. 0.円減少している。円に比し，

多摩平)の日野台，住民登録費には出張所(豊田，これは 40.年度の戸籍，

4 1年度よりは本庁市人件費及びその他の経費が含まれていたのであるが，

支所，出張所の人件費が総務管理費に組替えられたこと，民謀を除いた支所，

住民登録賞と別個に出張所費として戸籍軍支所，

三科目が設定されたためである。

出張所の経費については，

選挙費について4. 

年度内に選挙が実施本年度選挙費の支出済額は矢465;766円で，この内，

衆議院議員選挙費に 2，113，866された東京都知事選挙資に 1，0.0. 2，4 2 0.円，

農業委員会委員選挙費に 8矢680.円が支出されている。円，

選挙常時啓発費 276，565選挙管理委員会費 5，98 2;'9 0. 3円，経常費としては，

選挙管理委員会費の予算現額ム11 2，0. 0. 0.円に円の支出がなされているが，

支出済額 5，98 2，6 1 3円の 83.09話は選挙対する執行率は 97.88%であり，

管理委員鵠係の報酬と職員給与の人件費である。

委主なるものは永久選挙人名簿作成のため，人件以外の経費のうち，なお，

託費から 343，8，60.円が支出されている。

選挙常時啓発費については文字通り PR活動費としての支出である。
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5. 統計調査費について

F統計調t査費の支f出済額 52.3，2.92阿はγ‘予算現額 5A 9，000円に対し，手 5..32 

%の執行率で，前年度の執行率 92.，3'0%に比じ陶土Lている。 また，本年

度の支出総額 52'3，2'9'2円は，前年度の支出総額 1，886，519円に比し， 約

1，3 6 3，0 0 0円余減少している。

とれは 4、0年度においては，統計調査費に人件費を計上していたこと， 、並び

に国勢調査が行なわれたための経費が増加している等のため差異を生じたも

のであり， ' 4 l'年度においては，統計調査の人件費を一般管理費に組替えて

いる等によるものである。

6. 市民施設費について

市民施設費は，市民集会所の管理費で，市民施設費の支出済額538，0 4 1月

は予算現額 64 6.00 0円に対し 8 3.29 %の執行率で，前年度の執行率

93.05%に比し低下している。

これは主とじて需用費中の修繕費の大部分が不用額となったためである。

すなわち，一市民集会所及び便所の位置が道路ぎわにあるので，夜間などに防

犯灯がないため投石にまって破損され，年々修繕をしていたので， ;-4 1年度

もとれを予算に計上したところ，防犯灯が設置された後は修繕個所も少なく

なり，修繕料が不用となったためである。

また，本年度の支出総額'5'，3，8，:04 1 円は前年度の支出総額 1~T 1: 8， 0'(> n円に

比し，約 84 0，00 0円余減少している。

これは主と 。じて'〆市民集会場の管理のため， .4 0年度までは専任の管理人を

配置していたが， 4 1年度において， ーとれを:配置換し，庶務課において直接

管理するようにしたためである。パ J・，官，
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河内

ス 監査委員費について

監査委員費の支出済額 3，045，4 2 B円は，予算現額 3，07 1，0 0 0円に対し，

?虫 17%の執行率である。

また，本年度の支出総額 3，04 5，4 2 8円は，前年度の支出総額 2，600，29 3 

円に比し，約 445，000円余増加している。

これは主として，監査委員報酬及び職員給与の改訂により増加したもので

ある。

なお，前年度に比し，経費の増加しているものは旅費であるが，とれは監

査委員の研修旅費である。逆に減少しているものは印刷製本費と備品購入

費であるが， 4' 0年度には住民監査請求資料の作成とロッカー備品購入が

あったことによるものである。

:努5款民生費

4 1年度民生資の才出は，予算現額 2，13，9 6 3，4 7 8円に対し，支出済額

2 1 0， 5 7 4， 5 5 4円で 98.4 2J?6の執行率である。

この予算執行率は叩40年度の 98.2 8%， 3 9年度の 95.9 6 %に比較して

年々向上している。

また，本年度民生費の支出済客員は，. 3 9年度の支出総数を 100とすると

4 0年度は 15 3.0 0 ~百， 41 年度は 2 ア 1， 39% と年々かなり増加している。

すなわぢ，本年度民生費の支出総額 21 0， 5 7 4，5 54円.は.前年度民生費の

支泊総額118，7 1 6，834円に比し，約 81，8 55，0 0 0円余増加している。

ζれは主として前年度からの継続工事である。

福祉センター建設費と国民健康保険事業への繰出金が大巾に増加している

こと，並びに生活保護費の引上げと保護世帯数の増加等に伴って増加して
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いるためである。

なお，本年度の主たる行政効果としては，

① 福祉セ γターの設置により，センターを主軸として各地区にそれぞれ

老人クラブが設立され，老後の憩の場主して活用されていること。

また，市の福祉事務所がセンターに移転し，福祉六法に基づき社会福

祉行政の原動力となって積極的に活動を行なっていること。

なお，民間機関として日野市社会福祉協議会の法人化が行なわれ，事

務所をセシター内におき，市の助成によって福祉活動を行なっている 。

② 平山保育所を新たに都営住宅内に開設し，定員 60名の措置児童を収

容し，保育{二恵まれない乳幼児の保育につとめ，児童福祉の増進をは

かっている。

③ 生活保護法に基づく生話困窮者に対し，年間 3，61 7人， 3久53ス220

円の扶助費を支出して援護を行なっている。

-6工ー



民生費項~iJ執行率年度別対比表

昭和 3 9 年度

下一一 | 
決算 決算 il 決算額執行率 決算額決算額 予算額 決算額 執行率 決 算 額

決 算額

構成 構成比趨勢比率 構成比 趨勢比率

1 1 7，900，637 I 9 8.61 I 55.99 1 48 1. 7 .3 11 39，81 2，0 0 'O~ 1138，998，42円Z?Z9qE652Bq忠51 159.3世5 24，89却 7'1 2削 74，33p ヲ8.392も 31.3C4 it 

41.480.9251 9 Z27 I 1空 間10，5571 98.091 ~~~~3 22，501，283 22，17 3，2 49 1 00.00 

30，080，082 27，593，275 100.00 ! 

一 一
1 71166011日日日日| 口 1 6，000 1 0，000 1 00.00 

ろ，364，822 ろ，339，388 99.24 4.31 1 00.00 

計 l…山 2 1 0，5 7 4，5 5 41 9 8.4 2 11 8，7" 1 6，8 34 98.28 10 OD 0 80β54，259- 7ス590，242 95.96 
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社会福祉費について

予算現額 12，3 3 4，0 0 0円に対し社会福祉費の支出済客員 11， 9 3ス274円は，

前年度の執行率 9ス96%に比し向上している。98.6 7%の執行率で，

本年度の支出総傾は 39年度の支出総数を 100とするとまた，

太 ih' 左 JV1JJLiをvlc，~4 O.年!長は工.5 9. 3 5 % ' 1-1 1.年伎は 4 8. 工. ワ 0); と ~.::: 々

どっている。

前年度の 支出総額本年度の支出総額 11ス90 0，63 7円は，すなわち，

7 8，9 0 2，2 1 5円の支出増加 となっている c38，9 98，4 22円に比し約 5倍，

:・
fsthen--;

;
f
l
i
t
i
t
i
-
e

とれは主として社会福祉センターの建設施設資と国保事業への繰出金が大巾

に増加したためである。

4 0年度に約スo0 0.0 0 0円をもって社会福祉センターの建設は，因みに，

4 1年度には約 48，0 0 0，0 0 0円をもって完成されたものである。始められ，

福祉センター建設に伴なう 備品購入賞その他運営費については，なお，

3，2.4 4，4 4 7円，施設の維持管理費等いずれも 4 0年度の文出総額に比し，

支出増となっている。

4 0年度の繰出金 14，1 0 5，0 0 0円にまた，国保事業-:"-の繰出金については，

4 1年度には 45，82ス000円の繰出金を行なっている。対し，

この繰也金は国保事業の赤字補填金 13，6 2 6，0 0 0円と市立病院の赤字補損

-63-

金 3L.2 0 1，0 0 0円とである。



度

[ー!日

「一ー一「一ー一一ート

89:851 292.56 i 

「一-i 寸
5 国保事業繰出金 45β2 ~， 0 q 0 I 4 5，8 2 7，0 0 0 I 1 0 000 j 345.55i 14，50三000

ト一一一十一j f i 
1 1山 000 117，900竺! 9867J481;7?!J 59，812，000

年費祉

計メ当、
Eヨ

、

公益質屋貨は昭和決算額趨勢比率は昭和 39年度を 1C 0 %とした。ただし，

(昭和 39年度は公益質墨特別会計であったため)
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内

度別対比表

3ヲ年度に支出がないため，昭和 41年度を 100%とした。
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。〉 社会福祉総務質について
本年度の支出済額 i1，9 3ス27 4円は，予算現額 12，3 3 4，0 0 0円に対し，

9 6.7 8 %の執行率で，前年度の執行率 98.3 4%に比し低下している。

これは主として扶助資，社会福祉委員報酬か らの不用額によるものである 。

扶助費については，前年度の当初予算 14 5，0 0 0円に対 し，本年度は当初

予算に 20 5，00 0円を計上し，その後，身障者及び精薄者施設事務費とし

て 24呪o0 0円の増額補正を行ない，予算現額 45 4，0 0 0円とした。

然るに， この予算現客員.45 4，0 0 0円に対し，支出済額は 23 0，3 0 5円で，

支出額とほぼ同額を不用額としており，補正しなくともよかったような結

果をまねいている。

因みに扶助費の決算額は 14 1，9 96円となっているの

また，社会福祉委員報酬については，前年度の当初予算 48 5，0 0 0円に対

し，本年度は当初予算に 46 1，0 0 0円を計上し，その後，社会福祉委員並

びに民生委員推薦会委員 の報酬として 20，0 0 0円の増額補正を行ない，予

算現額を 481，0 0 0円とした。

この報酬は，社会福祉委員並びに民生委員推篤会委員等に対する委員会等

の出席歩合によって支払われる ものであるが，予算現額 48 1，0 0 0円に対

し，支出済額は 36 6，0 0 0円で， 1 1 5，0 0 0円の不用額を出している 。

これは委員会の開催日数を予定通り開催できなかったことと，委員会に委

員の出席が必ずしも十分でなかったことから不用績を出したもので，増額

補正 20，0 0 0円は補正しなくともよかったような結果となっている。

また，本年度の支出総額 11， 9 3ス274円は，前年度の支出総敏明28，217

円に比し，約 2，0 D 0.0 0 0円の支出増加となっている。

これは主として人件費の増加によるもので，本年度の人件費は社会福祉委
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員報酬を含め， 8，0 1 6，6 5 1円で，支出総額に占める割合は 6ス16%であ

り，前年度の人件費 6，08 4，5 08円に比し，約 2，000，0 0 0円 の増加とな

っている。

これは福祉セシターの建設に伴なう 職員数の増加 と職員給与のベースアツ

プによるものである。

その他，主なる 支出額 として は，日社協に対する事業委託費 2，13 0，0 0 0 

円で前年度と同額を支出している。

② 社会福祉施設費について

本年度の支出済客員52，9 3 1，0 0 7円は， 予算現額 53，0 6 6，00 0円に対し，

?呪75%の執行率で， 前年度の執行率 9虫89%に比較す ると 粉々低下し

ているが， 特に不用額について指摘すべき点もみ られない。

また，本年度の支出済額 52.9 3 1，0 0 7円は，前年度の支出済客員ス351，728

円に比し，約 45，5 7 8，0 0 0円余増加している。

これは殆んど福祉セ シターの第二期工事貨の増加によ るもの である。

③ 公益質屋貨について

本年度の支出済額 1，5 9 8，8 6 3円は，予算現客員 2，020，0 0 0円に対し 7虫15 

%の執行率で， 前年度の執行率 93.9 7%に比しかなり低下している。

これは一般会計より公益質屋基金への繰出金が予算現額 80 0，0 0 0円のと

ころ 50 3，るo0円で闘に合ったため， 2 9 6，4 0 0円の不用客員を生じたため

である。

また，本年度の支出総額 1，598，8 6 3円は，前年度の支出総額 2，97 7，7 6 3 

円に比 し，約 1，37呪000円の減少となっている。

ーも勺一一



ーこれはcー}役会計より公益質屋基金への繰出金が 4 0年度は 1，87 4，80 0円

であったのlに対し， ，4，1年度には 5，03，6 0.0円で間に合ったため，その差

異によるものである。

その他の費用については，僅かな支出増となっているが，特に指摘す・べき

点はない。

@ 老人福祉資について er 

本年度の支出済客員 5，60 6，4 9 3円は，予算現額 6，24 0，0 0 0円に対し 8呪85

%の執行率で，前年度の執行率 98.97話に比L低下しでごいる。 これは主

として扶助費，委託料等の不用客員によるものである。

扶助費については，老人保護措置費を一予算に計上τ後j 対象者の中に死亡し

たものがあったため，扶助:費ので部が不用となった。

委託費については，老人の健，康診断を地区毎に最¥寄りJの医院iニ:おいて実施

したのであるが，受診者が予定通り診察を受けおかで2たため不用額を生じ

た。

また，本年度の支出総額 5，60 6，49 3円は，前年度の支出総額 4，63 5，6 0 1 

円に比し，約 97 1，0 0 0円余の増加となっているぷ

これは主として，老人保護措置費，敬老金， -老λ健康診断資， 、老人クヴプ

助成金等の老人福祉対策費が増加しているためである 。

ー 一 、ム- ， ; 、、
、

・， ‘一

ー 守

i ‘ 、"

一、

， 、
巴、 白
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ヲ 2. 児童福祉資について

内 児童福祉費のl支出済額 41，4 8 0，9 25円は，予算現額 42，644，93 0円に対し

9 ' 7. .. . 2-~ 7 %の執行率で，前年度の執行率 98.27%に比し，税、々低下している。

これは主として児童措置費よ り不用額を出 してい るためである 。

またト一本年度の支出総額 41，4 8 O~ 9 2 5円は，前年度の支出総額 38，910，557

円に比し :，，"約三57-0:0 00円の支出増加となっている。

とれは児童福祉総務費の人件費が大巾に増加 していることと，児童措置委託

料が増加してい'る、己反面イ保育'所建設費が減少しているためである。

① 児童福祉総務費について

本年度の支出済額 24，9 7 1， 4 2 6円は，予算現額 25，125，000円に対し，

ザ呪る 9%の:執行率である。

また，本年度の支出総額 24.9 7 1，4 2 9円は，前年度の支出総額 18，589，905

月に比し， 約 6，'3' 8 1， O tJ 0円余増加している。

これは主として人件貨の増加によるもので， 4 1年度の人件費 24，58ス840

-円は， 斗 0年度の人件費 18，3 9 9，6 5 6月に比し，約 6，18 8，0 0 0円余増加

している。

すなわち，本年度の人件費の支出総額に占める割合は 98.46%で， 4 0年

度に保育所が増設されたため， 4 1年度は保育所職員の増加と職員給与の

ベースアップによって大巾な増加となっている。

なお，本年度の人件賞以外の主なる支出金としては，各地区における児童

遊園地の設置並びに施設費補助金等である。
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② 児童福祉施設費について 3 

本年度は， 4 0年度において，平山保育所の新築工事並びにこれに伴う備 升

品購入費や各保育所にグラスプーノレ等の設置が説になされているため，需

用設を除いては，特に支出額の多いものはない。

本年度の 需用賀 6，66 8，6 7 8円の内， 4，7 1 8，6 9 3円が食糧費となっている

が，前年度の食糧費 2，632.7 1 7円に比し，約 2，000，00 0円の増加となっ

ている。

これは保育所増設に伴なう児童数の増加による給食費の増加であり，その

イ也の需用費の増加分は光熱水費，教材質等である。

③ 児童措置費について

本年度の支出済額 8，45呪908円は，予算現額8，61 2，0 0 0円に対し，98.23 

%の執行率で， 1 5 2，0 9 2円の不用量を出しているc

これは措置児童数が少なかったため，委託料の一部が不用額 となったもの

である。

また，本年度の児童措置委託料 5，01 9，9 9 4円に比し， 約 3，330，000円

増加している。

これは措置児童数の増加と措置費の値上りによるものである 。
1 、、
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児童福祉費目別 前年度 対比表

万三fh 昭 和 4 1 年 度

算額 決算額 不用 a 額
!執行率 !

児童福祉総務費 25，1 25，000円 24，97 1，426円
153.574… 

-Z-h童福祉飽設費 i 8，9口スヲ 30 8，049，59 1 …ドペ3. 児童措置費 8，6 1 2，000 1 5 2，0 9 2 I 9' 8.2 .5 

メIコミ 42，6 44，93'0 '1，1 6仰 5 I '97.27 

‘、t

昭和 4 0 年度

予算級 決 算数 不用 額 |執行率 i

55，095Fg 円 70私i

1 6，0 0 3，0 0 6 I 1 5，3 0 0，6 58 702，348 95.6 1 ( 

5，0 1 9，9 9 4 i 5，0 1 9，9 9 4 。
39，668，000 I 38，900，557 75ス443 98.09 

対 40年度比較 (決算額〉

一
増ム減額 増ム減率

6，381，521円 34.33% 

ム ス251，067 ム 47.39

3，439，91 4 68.52 

2;5 70，368 6.6 1 
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3. 生活保護費について
4 

生活保護費の支出済額 44，1 1 2，8 7 1円は，予算現数 44，732，88 8月に対し 内

98.61%の執行率で，前年度の執行率 98.66%に比し，梢々低下しているの

とれは主として扶助費 より不用額を出したもので，医療費を概算払いで支払

刊に支払ったところ精算において戻入があったが，年度末で補正ができな

く，:不用額 55 1，6 6 8円を出したものである5

またj本年度の支出総額は， 39年度の支出総額を 10 0とすると， 40年度
1 3 f.1 4 %， 4 1年度は 15呪87%と年々増加している o

すな十ち，本年度の支出総額 44，1 1 2，8 7 1 PHi，前年度の支出総額

36，今62，64 8円に比し，約ス65 0，0 0 0円余増加となっている。

とれは職員数の増加 (1名)と職員給与のベースアップによる人件費，生活

扶助費の単価引上げ，保護世帯数の増加等によるものである。

因みに，生活保護費に占める扶助費の割合は 8呪63%である。
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4 0年度との比較
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昭和 41年度生活保護費，

側、

昭和 40年度 差引 41年度増額

30，953，995 6，309，286 
p古_._，・ ートー

2，7 3 1 l等 人 員 、 3，474 743 

1，428，839 853，1 00 

人 員 i 14 3 11 5 28 

全 額 ! 3矢53ス220 32，374，834 ス162，386 

77 1 人 員 3，617 2，846 i 

昭和 38年度 19次改訂以降，生活保護基準額ア ップ率

~ 、

年 Bリ 改 訂次 前年度を 100としたアップ率

.ー

38 1 9 117. 0 % 

ち9 2s 11 3.0 鴨

40 21 1 1 2.0 % 

4 1 22 113.5% 

1 13.5% 

一一勺 3一一

-V 

2 3次改訂

考す 1

4 2年度
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生活保護費目別執行率の年度見u対比表

89.63 166:63 

1 0 0.0 0 159.87 

昭和 40 年度 〕

5280600G J 529374834 ! ?869 1 8879 I 1 36.4 4 

3 6，9 5 7， 5 0 0 3ω2，6 4 8 9 8.6 6 1 0 0.0 0 1.. 1 3 2， 1 4 

予算現額 |支

5，88司961円!

26.19 0，1 21 1 

30.08ω82 i 

昭和 3 9 年度度

出済額 i執行率 [構 成率 i

z ;22何日付

ーワ 4~

趨勢比率

10000官

1 00.00 

1 00.00 



-，，5 4. 災害救助費について

与
外 本年度における災害救助費 71ス660円の支出内訳は， 2 4号台風被害に対

する見舞金，災害融資利子の補助金 と火災見舞金等である。

災害救助費については，いつ被筈が発生するかわからないので，当初予算に

は 31， 0 0 0円を計上したのである が， 予備費より充当支出している。

5. 国民年金費について

本年度における国民年金費 6，36 2，4 6 1円の支出内訳は，人件費と拠出年金

用の印紙購入費等であるが， 国民年金支出総額の 7ス33%に当る 4，920，138

円が人件費である。

第 4款衛生費

4 1年度衛生費の才出は，予算現数 18 ~ 640，775円に対し，支出済額は

1 85，9 7矢942円で， ヲ呪11 %の執行率である。

この予算執行率 は， 4 0年度の 75.59%， 3 9年度の 98.0 5%に比し 向

上している。

因みに 40年度の執行率が非常に低調であるのは， 40年度以降において

じん芥焼却場の建設費 35，7 0 0，0 0 0円が予定用地の入手困難のため 止む
人、、

なく翌年度へ明許繰越としたた めである。

また，本年度衛生費の支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると，

4 0年度は 96.1 0%， 4 1年度は 15ス98%と増加している。

このことは 40年度において，前記のようにじん芥焼却場の建設費が翌年

度に明許繰越しとなったためで， 4 0年度の支出総額は 39年度の支出総

績を下麹り， 4 1年度の支出総額がそれだけ増加している。
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‘ 、ー

従って 41年度の支出総額は，じん芥焼却場の建設費を除けば， さほどの E 

支出増加となっていない。

なお， ‘本年度の行政効果としては，

① 眠じん芥処理施設の完成により， 1日3 0 tの能力となって，従来，の

分離収集月 2回程度であったものが，混合収集に切替え，定時収集

とし，全市の 95%に当る 23，1 8 0世帯のじん芥を処理している。

② 特殊収集車ロータリーローター車 2台を購入，収集能率をあげてい

る。

③ し尿処理施設を改修し，曝気槽方式とし，処理効率を上げている。

収集対象世帯 11，4 5 6世帯， 2 0，3 2 0 k 1を終末処理し 7ている。

③ 伝染病の予防対策として強力予防斉ijを購入し，住民の保健衛生につ

とめている。

1. 保健衛生費について

① 保健衛生総務費について

v 、、

}、
守

本年度の支出済額 12，5 4 3，2 3 2円は，予算現額 12，9 1 3，0 0 0円に対し，

?ス 14%の執行率で， 4 0年度の執行率?呪 38%. 3 9年度のk執行率

9虫57話に比し，年々低下している。
.'ー

とれは主として人事交流による職員手当の差異により不用客員を生じたも

のである。

また，本年度の支出総額は， 3 9年度の支出総額を 10 0とすると， 4 0 

年度は 15 2.4 0 %， 4 1年度は 15 3.5 2 %と年々増加しているが，本年度

の支出総額 12，5 4 3，2 3 2円は，前年度の支出総額 12，4 5 1，8 2 9円に比し，

ほぽ同額にちかく， これが支出内訳についても余り差異がみられず，人件

-76ー

F 



v衛生費の項別" 年度別執行状況表
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予 算現客員 支出済額
予 算 決算額
執行率 趨勢比率

保健衛生資 25，7 55，000円 25，12ス587円 9 Z 5 6:qも 白 1 4 1. 87~も

2. 清掃 1 費 t5，3，48!5;J:Z長 t ' ， 1 52，452，'35 5 9虫3'3 、195;28

3. 上下水道費 ，8i40"0，段00 ‘8，400.000: 1 00.00 '38.28 

よc入z 計 ，187，640，7:75 185;9ヌ矢942 -99.11 157.98 
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昭'.'和 4"0 年 F度

(予算現額 支出済額
予 算 決算客員
執行率 趨勢比率

29，51 2，900円 2、9，152，855円 9 8.7 8 ~も 1 64.60略

11 9，，27ス000 83，095，941 69.67 ; i 06.4 4 

866，000 886，000 100.00 : 40.37 

14矢O7 5，900 1.1 .3，1 3 4，7ヲ6 75.59 96.1 0 

昭和 5 少年度
一色

予 算現額 支出済客員J 、 執予 り算 ; 趨決勢算比率数 | 
行率

1 7;ヲ15;2:77円 1丈711，65-1'円 98.86% 1 00;00鴨 l

sO，171，Oa2 . 78，0・69，469 I ， 、8又38 1 00.00 

21~;9 4 .5iO O 0' 2 .~1 ， 9 4 5，00'0 100.00 -113 0.00 

120，031，35.9 j :1千九726，120 98:08 f-' 100.0'0 
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費を除いては特に多額な支出費目もない。

なお，人件費については，保健衛生総務費の 98.25%を占めているが，職

員の減少と職員給与のベースアYプが行なわれているため，昨年度の人件

費に比し僅かな増加となっている。

② 予防費について

本年度の支出済額 8，240，0 02円は，予算現客員8，410，0 0 0円に対し，9ス98

形の執行率で前年度の執行率 98.60%に比し精々低下している。

之れは主として需用費から不用額を出じているためである。

すなわち，需用費の内訳をみる と，主として消耗品費と食糧費から不用額

を出しているもので，これは経費の節減節約をはかつているものである。

7訴ぞー 予算現客員 支出済額 i不 用 客員

1.消耗品費 1 44，000円

tJ 2.食 糧 費 6ス800 46，26 

、
言十 、 ‘ 211，800 1 54，95 

また，本年度の支出総額 8，24 0，0 0 2円は，前年度の支出総額 13，737，742

円に比し，約5.497，00 0円減少している。

これは 4n年度において，伝染病の集団発生があったために，予備資より大

巾な充当を行なって予防対策がとられ，支出が増加したためである。

なお，予防費のうち，特に多額な支出資自は，、東部共立病院の負担金

3，0 64，0 0 0円，需用費中の医薬材料費 2;08'5;055円J並びに伝染病入

院患者の委託料 1，70 0，0 7 9円等である。

ーワ 8~.



③ 環境衛生費について

本年度の支出済額 4，25 1，8 0 7円は，予算現額 4，33 2，0 0 0円に対し，

98.1 5%の執行率で，前年度の執行率?ス 12%に比し稀々向上している。

また，本年度の支出総額は， • 3 9年度の支出総額を 10 0とすると， 40年

度は 12 5.3 9 %， 4 1年度は 17呪92%と年々増加しているが，本年度の

支出総額 4，25 1，8 0 7円は，前年度の支出総額 2，963，2 8 4円に比し， 約

1，2 8 8，0 0 0円余の支出増加となっている。

これは主として本年度の医薬材料費が前年度の医薬材料費に比し 2倍以上

の支出増加となっているためである。

すなわち， 4 0年度には伝染病の集団発生があったので， 4 1年度にはと

れが予防対策として特にブエニチオン等の高級予防斉11を購入し，各家庭に

配布したのである。

① 母子保健衛生費について

母子保健衛生法が 4 0年8月に制定されたので，市は 41年度予算に

1 0 0，0 0 0円を計上した。

これに対し，支出済額は 92，5 46円となっている。

支出内訳をみると， r母子保健衛生について」母親学級開催の講師謝礼金

1 8，0 0 0円，母親学級開催に伴なう参考資料，文房具費 28，8 46円，備品

購入費として，保健婦用の自転車(2台分)3 2，0 0 0円， レターケース

2，50 0円，ガスストープ 11， 2 0 0円等の支出で特に指摘すべき点は認めら

れない。
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F 保健衛生費の目別・年度別執行状況表

度年
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ぅ 2. 清掃費について

せ ① 清掃総務費について

本年度の支出済額 36，6 58，9 2 5円は，予算現額 37， 1 3 2，00 0円に対し，

98.73%の執行率で，良好な執行状況であるが，前年度の執行率 ?呪 32

%， 3 9.年度の執行率 9虫50%に比し，年々僅かではあるが，低下してい

る。

すなわち，本年度の執行率が前年度の執行率に比じ税々イ足下しているのは

主として人事交流に伴なう職員給与の支給差額じよって末用額となったも

のである。

また，本年度の支出総額は， 39年度の支出総額を 10 0とすると 40年

度は 10 2.7 2 %， 4 1年度は 121.13%と年々増加している。

これは主として人件費と備品購入賞の増加によるもので，人件費にで9いて

みると本年度の人件費 32，7 3 8，5 75円はー前年度の入件費 30，5 4 9/0包 1円

に比しj約 2，18矢000円余増加し、ており， 3' 9年度の人件費2元002，160

円に比し，約 5，736，0 0 0円余増加している。

これは絞員給与のベースアツブによるものである。なお ，3 '9年度の人件

費に比し 40年度の人件費が大巾に増加しているのは職員の増加 とベース

アップがあワたためで、ある。

備品購入費については，本年度にじん芥収集車を新たにえ16 3，8 0 0円で

購入したためである。

@ じん芥処理費について
、、 1

本年度の支出済額 57， 6 7 3，46 9円は，予算現客員 57，9 0 0，0 0 0円に対し，

?虫61 .~ の執行率で， .4 0年度の執行率 30.11 %， 3 9年度の執行率

全1.2朝日%に比しかなり向上している。

なお， 4 0年度の執行率が非常に低調であるのは，じん芥焼却場の建設が

以-8ユー



予定用地の入手困難のため中止となり，予算を明許繰越としたためである。

また，本年度の支出総額は， 3 9年度の支出総額を 10 0とすると 40年

度は 10 4.95 %， 4 1年度は 39 2.96 %と増加している。

これは前年度の明許繰越によるじん芥焼却場の建設費 35，70 0，0 0 0円が

本年度の支出となったため大巾な支出増加となったもので，この外の主た

るものは，生ごみ，雑芥収集委託料 13，71 4，6 8 0円，危険物収集委託料

1，4 1 0，0 0 0円等であるが，とれらの受託業者には別に補助金 1，1 7 1，5 2 5 

円が支給されている。

なお，需用費 2;29 2，40 4円の内訳は， じ、ん芥処理場の修繕費 86 1，-4 D 5円

燃料費 85 6，2 7 6円，その他消耗品 49 6，4 2 3円であるが，前年度の ‘支出

内訳等と対比し概ね良好に支出されている。

③ し尿処理費について

本年度の支出済額 56，1 3呪278円は，予算現客員56，4'1礼775円に対し，

?虫51%の執行率で，前年度の執行率 9呪91'%に比し，柑々低下している。

これは主としてし尿のくみとり委託料の算定ちがいから不用額を生じたた

めである。

なお，公有財産購入費として 30，0 0 0円を予算に計上して全額を不用額と

している。

これは東養塚処理場の河川敷の土地を建設省より無償で払下げられたため

不用額となったものである。

また，本年度の支出総額は， 3 9年度の支出総額を 10 0とすると， 40年

度は 11 6.1 4 %， 4 1年度は 19 2.7 1 %と年々増加しているが，本年度の

支出総徽 56，13矢278円は前年度の支出総額 33，8 3 4，0 7 9円に比し， 約

2 2，3 05，0 0 0円余増加している。

これは主として処理場の作業員室，実験室，曝気槽等の工事費，諸修繕費，

備品費等であるが，この外，人口の増加に伴ってし尿の汲取り委託料が増
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し尿汲取り 委託料は年々 5，00 0.0 0 0円程反の増加加している。因みに，

傾向をたどっている。

都市美化費についてさ〉

予算現数 2，03只000円に対し9ス14 本年度の支出済客員 1，98 0，6 8 3円は，

3 9年度の執行率ヲ 2.17%に

R ・

また....本鉱度都市美化紫の支出総額は B9年度の:

4 0年度の執行率 93.22%， %の執行率で，

比し年々向上している。

4 1 tl::n[は49.5 6 % 

と年々か左b以少 している。 ζのととか らみて、 都市美化K対する市当局

の t，-~~:なと活坊が不活発になっているように思はれる。

すなわち， 尖化協力民に河すhる謝礼金や

美化協力員の視察旅費等については 前年度に比し増加し-

者f)市美化設の支出 内訳をみると，

支出総引を100とすると 40年反は 69.3 9 % 

記念品の報償費，

3 9年度団体等の美化事業に対する助成金については，学校，ているカ人

4 0年度には補助に 79 3，0 0 0円の支出が行なわれている。

金、として予算に 100，.0 0 0円が計上されているにも拘らず全然交付されて

これに反し，

9 0，0 0 0 予算に 1[) 0，0 0 0，円を計上し，4 1年度には，し・たたいない。

清掃作業人夫貨については，また，円の助成金を自治会に交付している。

4 0年度は 5，0003 9年度には 36，40 0円の賃金が支出されているのに，

円， 41年度は 10，0 0 0円と支出綴が減少している。

需用費の苗木代，球根， 4 0 肥料等の面からの支出状況をみると，薬剤，

4 1年度は年度には 1，30 8，6 1 0円の支出がなされていたのに対し，

3 9年度には 10名で".51'3;，.0 65円と減少している。係、員数についても，

4 1年度 6名と減員されている.0あったものが 40年度 9名，

3 9年度に 2，55弓999円の支出が行なわれなお，原材料費についでは，

ているのに対し， 4 1年度には僅かろえ 060円4 0、年度は 55 4，7 02円，

4 1、年度には原材料費予算現客員 85，000円に対

草花槌付作業費を減らしたため 4ス940円の

-83-ー
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し支出済客員はるス 060月で，

不用客員を出している。



清掃費の目別，年度別執行状況表

都市美化費1
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第 5款労働費

労働費は失業対策費と労働諸費であるが， 4 1年度労働費の歳出は予算現

額る，323，600円に対し，支出済額は 5，750，025円で 90.93%の執行率である。

この予算執行率は 40年度のヲス19%， 3 9年度の 75.14%に比し 39年

--

度の執行率より高く， 4 0年度の執行率に比しかなり低下している。

これは失業対策費の原材料費，失業対策運営協議会の分担金等から不用額

を出していること，労働諸費の需用費，離職対策委員報酬等から不用額を

出しているためである。

因みに労働費の構成比は失業対策費 80.42% ，労働諸費 1呪58%となって

いる。

また，本年度の支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると 40年度は

7呪55%， 4 1年度は 110.51%と， 4 0年度の支出総額は 39年度の支出

総額に比し下廻っている。

このことは，近年産業界の繁栄に伴ない労働市場が人手不足となっている

ため，失業対策に重点をおく必要性が薄れて来ていることを示している。

なお，本年度の支出総額 5，750，025円は前年度の支出総額 4，13号220円に比

し約 1，611，000円余増加している。

これは主として失業対策費の原材料費，人件費，三市南郡失業対策運営協

議会の負担金等の増加によるものである。

なお，本年度の行政効果としては失業対策労務者を して七生中学校，第一

小学校等のコンクリートブロック塀工事並びに第一小学校々庭り整地工事

を実施し，失業救済事業を行なっている。
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1. 失業対策費について

失業対策費の支出済額 4，624，290円は予算現額 5，_130，OOu円に対し 90.14% 

の執行率で前年度の執行率 96.99%に比しかなり低下している。

これは主として学校のブロック塀工事を行なった際，失対労務者の入手不

足としかも老齢労務者が多いため予定通り工事が進捗しなかったために原

材料費から不用額を出したこと，三市南郡失業対策運営協議会の分担金が

日野市は人手不足のため失対労務者の確保が十分，でなかったために予算見

積りよりも分担金が少なく不用額を出したためである。

因みに.失業対策運営協議会の分担令は就労人員の割合により盆暮れの賞

与支給についての負担金であるの

また，本年度の失業対策費 4，624，290円は伊1年度の支出総額 2;?71， 8~4 円に

比し約 1，652，000円余増加している。

とれは主として失業対策事業用の原材料費，職員給与のベースアップによ

る人件費及び三市南郡失業対策運営協議会の分担金等の増加によるもので

、ある。

2. 労働諸費について

労働諸費の支出済額 1，125，735円は予算現額 1，19，3，600円に対し 94.31%の

執行率で前年度の執行率 9ス69%に比し低下している。

これは主として離職対策委員報酬と需妻賢からの不用額を出しているため

であるが，離職対策については産業J界を始め各界において入手不足となっ

ているため離・失業率もイ尽く失業対策の必要性が薄らいでいることにより

離職対策会議開催減によるものである。

従って，会議開催に伴なう食糧費，消耗品等の需主費が支出減となって不
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用客員を出したためである。

今
本年度労働諸費 1，125，735月は前年度の支出総額 1，167，336円に比しまた，

本年度は共同作業所の人件費が職員給与のベースアアほぽ同額であるが，

プによって増加している。

離職対策委員の報酬は離職対策会議開催回数が減少しているため前反面，

人件費以外の費用についても減少している。年度の半額に減少し，

労働費の項別・年度別執行状況

4-1 年度

予 算

執行 率

90.1 4% T竺 業耕対策鰭費 ! 引 5αω0.00ωOO円ゴ4.6グρ刊6ω山2μ4仰 0円
2 労働諸費 I 1.1仰 9円5五μ3，60ω00叶い tいV川1↑ω'25，735

!ふ523600 ! 5750025言十メλ
r::l 

度

予 算 現額 i支出済額 i
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i
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i
-
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昭和 3 9 年度
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支出済額 執行率 構成比率 趨勢比率

5.62ス100円 4.035.828円 71.72% 7157% 
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労働諸費の目別・年度別執行状況表

昭和 41 年度

58.89弼

決算額 !決算額 1
構成比率 |趨勢比率 {

4.4凶 42.58バ
9555 i10249i 

100.00 I 9 6.4=-~ 

予算

執行 率
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合 計 十
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昭和 3 9 年度

予算現額 支出済額
執行率 |構成比率 趨勢比率

司酬

1 5 1，4 1 0 円 117.560円 i 7ヱ64% 1 0.07妬i 1 00 弼

1，1 46，1 78 1，049，593 ヲ1.57 89.93 1 00 

1，29ス588 1，167.153 8呪95 1 00.00 1 00 
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失業対策費の目別・年度別執行状況表
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2，6.50，1'1 3 

ρ、
ロ 4;624，290 

3，0.1 3，250 

nu
 

nu 
nu 

門

U
Z
J
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U
 

2 失業対 策費

言十

予 J算|決算額

執行率!構成比率

度4 0'，ヘ年昭和

昭和 3 9 年度
」ィ、・ ・J 

支出済額
予 算 決算額 決算 額

執行率 構成比率 趨勢比率

2，41ス000円 ， 2，035，254円 84.21 % 50.43婦 1 00 弼

3，21 0，1 00 2，000，574 62.32 4虫57 1 00 

5，62ス100 4，035，828 71.72 1 00.00 1 00 
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第 6款農業費

4 1年度農業費の歳出ほ予算現額 26，944，000円に対し支出済額 26，681，022

円で?呪02%の執行率である。

この予算執行率は 40年度の?ス9i%， 39年度の 95.33%に比し，年々向

上している。

また，本年度農業費の支出総額は 39年度の支出総額を 100とする Jと， 40 

年度はl'6 8;7 0%， 41年度は 165.87%と増加しているが，何年度の支

出総額 26，681;'022月は 40年度の支出総額 27，13 5，7 88円に比し約 45.4~0 0 0 

円余減少している。

これは主として 41年度にるおいては人件費の増加， 農業共済事業への繰出

金， 11昆室団地推進事業補助金等の増加に比し， 40年度においては石川堰

の災害復旧事業費が嵩んでいるため，一その差異によるものである。

本年度の行政効果としては

① 農業共済事業の助成

ー② 花井栽培の推進を図るため大規模な温室を設置し園芸関係事業の奨

励をはかつている。

③ アメリカヒロヒトリの防除を実施し公爵街路樹等jの害虫紡除を実施

している。

④ 農業の近代化のため資金の融資につとめ経営の近代化を推進してい

る。

⑤ 各地区の用水路，用水堰等の改修工事，維持管理，等に補助金を交付

し，農業経営の助成をはかつている。
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① 農業委員会費について

農業委員会 資23ワ8ワ33円母子算現額.己4340CJ円K対し 97.ワ5婦の執行.

率で前年長の執行率 96.ユ5婦に比し向1:じている、

また，本年度の支出総額 2，378，733円は前年度の支出総額 2，313，330円に比

し僅かる5，000円程度の増加に過ぎなく l 主なる支出金としては農業委員

報酬で，支出総額の 60%以上を占めている。

② 農業総務費について

農業総務費 l0，47t，066円は予算現額 10，55 1，00，0円に対し， 9呪29%の執行

率で前年度の執行率 9ス96%に比し向上している。

また，木年度の支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると 40年度は

130.84 %， 41年度は 15ス39%と年々増加している。

これは職員給与が年々ベースアップによって増加したためであるの

因みに支出総額に占める人件費の割合は 98%で 10，114.094円が支出きれ

ている。
" 

なお， 40年度の人件費は$，348，776円， 39年度 6，341，219円となってい

る。

③ 農業振興費じついて

農業振興費ス706之21円は予算現額ス726，000円に対し 9呪74%の執行率で

前年度の執行率 98.39%に比し向上している。

また，本年度の支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると， 4 0年度

は 140.93%， 41年度は 208.36%と増加している。

これは主として農業共済事業が市に移管されたため，それへの繰出金，ア
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メソカヒロヒトリ防除事業費，温室団地推進事業に対する補助金等の増加

によるものである。
、

1 ③ 畜産費について

畜産費 255，210円は殆んど補助金で，蚕糸畜産事業補助金 2'42，6'10月と，

八南共進会補助金 10，000円である。

⑤ 農地費について

農地費 5，864，792円は予算現額 5，955泊00円に対じ 98.49.%の執行率で，前

年度の執行率 98.24%に比しやや向上している。

また，本年度の¥支出総額 5，864，792向は，前年度の支出総額 10，706;652円

に比し，約 4，841，000円余減少している。、

とれば主とじでヰ0年度において石川壌の災害復旧工事費としてム542，000

円の支出増加があったためである。

なお，石川堰については本年度においても補修工事を行なっておりーその

他の工事としては高機用水路，百草地区等の改修主事及び平山頭首ヱ等の

災害復旧工事を行なっている。

その他，主なる支出金としては用水路維持管理，七生土地改良区用水路整

備事業等に補助金として 1，531，735円が支出されている。

、
ιe 
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農業費の目別執行状況の年度)3lj対比表

‘" 

lミ目ご¥zf、 九 年度fBfI ，昭和 戸41 年度

予算現額 支出済額 !予執行 算率 決趨勢算比額率

T農業委員会費 2，4 3 4，000円 2，378，733円 タス73% 97.91% 

2.農業総務費 1 0，551，000 1 0，476，.0、66 99.立9 157.39 

3.農業振興費 ス726，000 ス706，221 ?玖74 208.36 

4 畜 産 費 278，000 255，21 0 91.80 I 1 33.01 

1 88.61 5.農 地 費 5.955，000 5，864.792 I 98.49 
メ口入 計 26，944;000 26，681.0.22 ヲ呪02 65.87 

4

‘1
・，‘‘』
，z
、，，E
‘J
t
、B
t
、】，
E

、，，‘‘，
t
、z
t
、B
，，‘‘，

ー昭 ~和 4 b 年度

予算
執行率

昭和 3 9 年度 二
予算現額 支出済額| 予執行算率

2，443，796円 2，4 2呪508円 99.42% 100% 

6.7 00，0少7 ?呪34 1 00 

3，81 0，000 タス08 1 00 ろ，698，564

226，000 1 91，872 84.90 1 00 

3，693，000 3，1 0号447 84.20 1 00 

1 6，872，893 '1 6.0 85，4 45 95.33 1 00 
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第 7款商工費

4 1年度商工費の歳出は予算現額 14，6 0 6，00 0円に対し， 支出済額

1 4，4 50，0 6 0円で :9 8.9 3 %の執行率である。

ζの予算執行率は 40年度の 9呪69%に比し，やや低下しているが， 特

に多額な不用額もなく，良好な執行率である。

またi本年度の支出総額 14，4 5 0，0 6 0円~ば前年度の支出総額 17，430，591 

用に比し，約 2，980，000円余減少している。

ζれは主として 40年度において工場誘致のため奨励金 12，000，000円の

支出差異によるものである。

!lPち， 4 1年度における工場誘致の奨励金は 40年度の約半額に減少した

とと，また反面 41年度には小口事業資金貸付予託金，及び商工会に対す

る補助金等の支出が 40年度に比し増加している。

-94ー
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内

商工費の『目別年度別対比表

年4 1 

費

1 4，606，0.00 

;和

1.1 [) 8.025 

1 4，4 5 0，0 60 

支出済額

昭

! .. 1.，1.576，QOD. 

1.1 24;000 

予算 現額
別

1. 商工給湯費

商工振興費2， 

自

予 算現額 支出済額 : 執予行算率 決構成算比額率 I 決趨勢算比額率

964，000円 946，829円 9 8.2 2~る 98.89% 
十一一一ー

1…o l1…97 99.79 91.41 1 96'.08 

一 一
99.45 3.1 6 1 52.2 7 5 5 4，0 0 0 I 5 5 0，9 65 

0， 0 0 1 84.55 

年度4 0 和昭

昭和 '3 9 年度

l l予 讐洋E 決構成算比額率 l 決趨勢算比額率支出済額 執行

ij;汁
96ス006円 957，495円 100% 

ー一
。 '

呪196，000 8，1 25，500 88，3 6 ! 86，03 1 00 

493，000 361，835 73.39 3.83 1 00 

， 
1 00 1 0，656.006 9. 444，830 88.63 1 00.00 
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第 8款土木費

， 

4 1年度土木費の歳出は予算現額 14 4，4 3 8，8 5 5円に対し， 支出済額

1 3 9，7 3 8，0 9 7円で， 96.7 5 %の執行率である。

この予算執行率は 40年度の 95.11%， 39年度の 86.01%に比し， 年々向

上している。

、また，本年度土木費の支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると， 40 

年度は 10ス82%， 41年度は 124.96%と年々増加している 門

とれは主として道路の舗装，改修・復旧工事等の工事費と都市計画特別会

言十への繰出金並びに人件費の増加等によるものである。

1. 土木管理費について

土木管理費の支出済額 10，091，553月は予算現額 10，837，000円に対し 93.12

%の執行率で，前年度の執行率?スヲ5%に比し低下している。

とれは主としてブノレトーザーを廃車としたために維持修繕費や燃料費が不

用となったこと，ジーアを購入する予定であったが小型貨物自動車に変更

したため，その差金が不用となったためである。

また，本年度の支出総額 1-0，091，553円は前年度の支出総額 8，345.049円に

比し，約 1，747，000円の増加となっている。

これは主として職員給与のベースアップによる人件費の増加と小型貨物自

動車及びオートパイの購入費等の増加によるものである。 ;

因みに， 41年度の人件費は 8，769，905円で 40年度の人件F川 256円
に比し約 1，000，000円の増加で，人件費の支出総額に占め急割合は 86.90

%である。
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土木費の項別執行状況年度比較表

六jミ下N之町どj 昭 和 4 1 年 度

予算現額 |決算額 予執行算率 構決成算比額率 i 決趨勢算比額率 ! ; 

土木管理費 1 0，83ス000円 1 0，091，55 3f司 少3.12% 7.22% 
ト一5一0一8一9一一7%弼M1! 

一一
2.道路橋梁費 91.1 61，555 8ス610，1 55 96.1 0 62.70 13983 ( 

5 都市計画費 3ス321，900 36.953，865 99.01 26.44 1 1 6.08 

4. 住宅費 5.1 1 9， O 0 0 5.082，524 少929 3;6'4 36;'1 2 

~ 計 14M3885d1M758097 96.75 I 1 0 0.0 0 I 1 2 4_;9 6 

t
I
a
'
I
、，
r‘、7
'
・12
d
E
1
2

・'tEa'z
‘，
r
‘‘，，
t
、，，
E
E
'
'
t
‘Et
a
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t
、.aar
・、，

、

昭 和 3 9 年度

予 算率 構決成算比額率予算現額 決算額 決趨勢算比額率執行

-ー

9，616，1 09円 五266，20町 ちろ.96'11も 2.92% 1 00.00弼

70，381.399 ~ 62，6 5 5，3:69 I 89.02 56.03 1 00.00 
一一

33，946，627 31， 834，708日 93.78 28.47 1 00.00 

1 6，075.7 3 0 1 4，070，820 8ヱ53
1 2.58同法

1 3 0， 0 1 9， 8 6 5 111.82ス102 86.01 1 00.00 
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2. 道路，橋梁費について

道路・橋梁費の支出済額 87，610，155円は予算現額引，161，555円に対し，

96.10%の執行率で 40年度の執行率 95.94%， 39年度の執行率 89.02% 

に比し年々向上している。

また，本年度道路・橋梁費の支出総額は 39年度の支出総額を 100 とする :

と， 40年度は 122.58 %， 41年度は 13呪83%と年々増加している。

とれば.各所における道路の舗装新設，改修工事，下排水管の埋設工事等'

の新設改良費と各所における道路の補修舗装，復旧工事等の維持費の増加

によるものであるがi反面，橋梁の新設・改良費については前年度の 10 

分の 1に減少している。

① 道路・橋梁総務費じついて

本年度の支出済額 6.073，680円は予算現額 6，382，000円に対し 98.90 ~もの

執行率で 40年度の執行率 98.98%に比しやや低下ィじているが， 39年度

の執行率 9ス70%に比し向上している。

また，本年度の支出総額 15，250，334円は前年度の支出総額 12，179，425

円に比し約 3，071，000円の増加となっている。

とれは主として職員給与のペースアップっと職員数の増加によって人件費

が増加したためである。即ち， 41年度の人件費は:14，84ス512円で 40年

度の人件費 11，98究368円に比し，約 2，858，000円の増，人件費の支出総

額に占める割合は 97.36%である。

② 道路維持費について

本年度の支出済額 24，670，812円は予算現額 25，036，000円に対し 98.54%
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ムの執行、率で，前年度の執行率 99.30，%に比 Lやや低下している。

これは主として各種工事請負援の入礼差金からの不用額である。

、なお，予算金額としては僅か 5，000円であるが，補償資の全額を不用額

とじている。

ζれは道路の崖崩れによる災害補償費であるが，被害地主の補償、料辞退

によりー不用額となったものである。

また，オ三年度の支出総額 24，670，812円は 39年度の支出総額を 110，Oとす

ると， 40年度は 181.32%， 41年度は 35527%と大幅な増加となって

し1る。

とれ陥，本年度に各所において道路の補修，補装，復旧工事等を;行なっ

ているためである。

なお，本年度における道路維持費の工種内容によって、支出区分をすると

下記の通りである。

1 )舗装補修費 史59ス8-3 3月

2;) '~ 道路補修費 ‘ 51? -9ヌ 000円

':9) 側溝補修費‘ 1， 1 5 J. 9:0，0円

4) 水路補修費 三158，3 7 2円

. 、

③ 道路新設改良費について

本年度の支出済額 40，644;029円は予算現額 43，302，000円に対し 93.86%

の執行率マ; 40年度の執行率 92.20%， 39年度の執行率 84.62%に比

し，年々向上している。

また，本年度の支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると 40年度

は 115，64%， 41年度は 142，77 %と年々増加している。
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即ち，本年度の支出総額 40，644，029円は前年度の支出総額 32;921，381

円に比し約ス723，000円余増加している。

これは主として 41年度においては各所の道路の舗装新設，改修工事，

下排水管の埋設工事等に 38，391，767円を支出しているとと，道路の新設

に伴なう用地の買収費 1，532，515円並びに物件補償費 58呪アア3円等の支出

額に対し， 40年度には工事請負費 30，965，425円，用地買収資 966，750

円並びに補償費 589，773円等の支出額の差異によるものである。

③ 橋梁維持費について

本年度の支出済額 464，900円は予算現額 508，400円に対じ 91.44%の執

行率で，前年度の執行率 93.62%に比し低下している。

とれは主として南平 1，283番地先床版修繕工事費るO，uOO円と市役所前水

路床板工事費 18，500円とが予算現額 121，000円に対し不用額として

42，500円を出しているためである。

とれは南平 1，283番地先床版修繕工事費は当初予算において工事請負費

として 1，000円を計上し，その後増額補正によって予算現額 121，000円

としたためである。

然るに，南平 1，283番地先床版修繕工事費はる0，000円であり，予算現額

の半額の工事費で十分であった。

このことは予算補正に当り工事費の算定が適正でなかったものであると

思われるので今後予算額の積算については適正な算定を行なう必要があ

る。

また，本年度の橋梁維持費 464，900円は前年度の支出総額 214，853円に

比し約 250，000円余増加している。
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とれは 39年度において約 6，944，000円の経費をもって各所の橋梁補修を

行なっているため 40年度においては補修工事の必要がなかったためと，

41年度において前記南平 1，283落地先床版修繕工事 と工事費の残額の

一部を地区住民の請願によって市役所前水路床版工事を行なったために

増加となったものである。

⑤ 橋梁新設改良資について

本年度の支出済額 40，644，029円は予算現額 43，302，000円に対し 98]0%

の執行率で前年度の執行率 99.71%に比しやや低下している。

とれは主として需用費の予算現額 23，000円に対し支出済額が ス005円で

あるーため 15，995円の不用額を出しているe

即ち， 需用費の予算内訳をみると 消耗品工560円，印刷!製本費.5，62'0円，

食糧費 15，000円の予算現額に対し支出済額の内訳は消耗品 175月， 印

刷製本費 2，880円，食滋費 3，950円の支出で何れも経費の節約，節減を

はかつているため不用額 となづたものであdるo

またし;本年度の橋梁新設，改良費 1，20ス00.5円は 40年度の支出総額

12，548，200円に比し 10分の 1， 39年度の支出総額 28，468，143円に比

し20分の 1に減少している。

これは主として滝合橋の新設工事費によるもので， 4 1年度の当初予算

には都支出金 1~)6 05，000円の特定財源を見込み 27，533;000円を計上し

たのであるが，都財政の逼迫により都からの支出金が困難 となったため

減額補正を行なって予算現額 1，223，000円にしたためである。

なお， ，4 1年度における主なる支出額は，大門橋々梁架替工事費 470，000

円，南広間地 1号橋梁新設工事費 330，000円及び滝合橋取付道路設計委
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託料 400，000円等である。

因みに， 42年度には滝合橋の新設改良工事費として 35，000，000円を予

算に計上している。

⑤ 街路灯費について

. 

本年度の支出済額 4，513.075円は予算現額 4，772，155円に対し 94.57 % 

の執行率で前年度の執行率 96.72 %に比しやや低下している。これは主

として街路灯の新設工事費が予定の設置数より少なく済んだためである。

即ち，街路灯の新設工事費は予算現額七500，000円に対し支出済額は

1，，2与3.300円で， 241，7 00円の不用額を出しでいる 。

また，本年度の街路灯費生513，075円ほ前年度の支，出総額 6，345;953円

に比し，約1.832.000円減少している。

ζれほ主として 41年度には街路灯の新設と自治会所有防犯灯の設置に

対する補助個所が 40年度において主要場所には一応設置されたので設

置個所が少なくなったこと，-反面 4 1年度には街路灯及び防犯灯の維持

管理費が， 4 0年度に比し塔1加 している等の差異.によるものである。

街路灯設の年度別対比表

判一一T… 円 一一一一一一一一一41 40 

2・ 自治会補助金

3. 電灯料

修繕費

1，'2 5 8，3 0 0円
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道路橋梁費の目別支出状況年度別比較表
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⑦ 受託事業費

本年度の受託事業費 860，000円ば百草，高!擦台団地の進入路について，

日本住宅公団より測量，設計を委託きれたもので，市はこれを土木建築

事務所にその測量設計を委託した費用である。

3. 都市計画費について

都市計画費の支出済額 36，95.3，865円は予算現額 37，321，900円に対し?呪01

%の執行率で前年度の執行率 92.51%に比し，かなり向上している。

また，本年度都 市計画費 36，953，865円は 39年度の支出総額を 100とする

と4、0年度は 100.60 % " 41年度は 116.0 8 %と増加している 。

色、とれは主として職員給与のペースアップによる人件費と都市計画事業の特

別会計への繰 出金の増加によるものである 。

① 都市計画総務費について

本年度の支出済額る，07 ~，6 80円は予算現額 6，382，000円に対し， '95.4 7 % 

の執行率で 40年度の執行率 88.02%， 39年度の執行率 85.51%に比し

百年々，向上ーしている 。

また，本年度のシ支出総額は 39年度の支出総額を 100とすると， 40年度

は 129.62%， 41年度は 160，83%と年々増加 している。

これは主として各年度とも人件費の増加によ るものであ る。

即ち，本年度の支出総額 6，073，680円に対する人件費 5，274，274円の占

めβ割合は 86.84%で前年度の支出総額 4β95，132円に対する人件費

3，963，133円の占める害IJ合は 80.96%であり，本年度の支出総額は前寺夜

の支出総額に比し約 1，179，000円余増加している。
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これに対し 7 本年度の人件費は前年度の人件費に比し約 1，311，000円余

増加しており，ほぽ両者の支出額は見合っているなお本年度の人件費の

増加は職員数の増加と職員給与のペーヌアップによるものである。

その他，前年度の支出額に比し増加しているものは豊田南口駅前広場築

造のための原形測量貨である。

なお， この原形測量については，予算現額 4'00，000円に対し，支出済額

248，000円で 152，000円の不用額を出している。

これは，駅前広場の測量をするにはとれと関連のある区域外の都市計画

街路(2， 2， 3号)をも含めなければ正確念測量図とはならないので，

都市計画街路をも含めて予算に計上したところ，道路位置の関係から区

域内の測量で問題を生じたいととが判明しだのT測量区域を減少し、そのた

め不用額を生じたものである。

② 区画整理費について

本年度の支出済額 18，ヲ30，000円は予算現額 18，930，000円に対し luCJ% 

の執行率でおる。

とれは吹上団地区爾整理組合に対する補助金 2，220，000円と都市計画事

業特別会計への総出金 ;16.710，000円で不用額はない。

また，本年度の区画整理事業費 18}930，OOO円ーは前年度の支出総額

20，121，256円に比し約い9，1，000円減少じている。これは， 吹上団地区

画整理事業に対する市の負担金が年度区分によって支出されるととにな

っている関係から減少しているためであるととと，反面，都市計商特別会

計への繰出金が大幅に増加しているためである。

因みに，吹上団地に対する市負担金の年度区分は日年度 6，000，000円，
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外外

40年度 8，000，000円，.41年度 2，220，000円となっているの

③ 公園管理費について

本年度の支出済額 852，185円は予算現額 911，300円に対し 93.51%の執

行率で， 40年度の執行率 80.59%， 初年度の執行率 70.03%に比し年

々向上している。

また，本年度の支出総額 852，185円は前年度の支出総額 529，000円に比

し年々増加している。

これは多摩平公園地内の整地，草取り，柵直し，照明，ベ yチ設置等の

整備費が増加しているためである。

③ 都市下水路費について

本年度の支出済額 11，098，000円は予算現額 11，098，000円に対し 100% 

の執行率である 。

これは全額，平山台地区外の都市下水路費として下水道事業特別会計へ

の繰出金であるので，不用額はない。

また，本年度都市下水路費の繰出金 11，098，000円は前年度の繰出金

る，684，880円に比し，約 4，41 3，0 0 0円の増加になっている。

これは平山台地区外都市下水路事業費の増加分である。

-， 106-



都市計画費の目別支出状況年度別比較表
ノ
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昭 和 40 年度

予算現 額「百 五額 !予算執行額 構成比率 ii趨勢比率
5.561， 1 50円 4，895，132円 88.02% 1 5.29妬 1 2虫62%

21， 91 4，000 20，1 21，256 91.82 62.83 82.51 

40'1，000 323.1 69 80.5少 1.01 8.80 

6.i 41. 0 0 0 6A84880 i 少呪17 20.87 I 1 00.00 

34，61ス150 32，024，437 タ2.51 1 00.00 1 00.60 

昭和 3 9 年度

予 算 現 額 決算額 予算執行額 |構成比率| 趨勢比率

4，416.627円 3.7 76.543円 85.51弼 11.86% 1 00% 

76.60 24，385，000 24，385，000 1 00.00 1 00 

5.1 45.000 3.673，1 65 70:03 " 11:54 100 

一 一 一 一 一

33，946，627 31.834，708 93.78 1 00.00 1 00 

注:都市下水路ー費の趨勢比率は昭和40年度を 100%とした。
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4.:~ 、 住宅費について

住宅費の支出済額' 5，082，524 円ば予算現額 5~11 9;Ouo円に対:じ9呪29%の執

、行率で， 40年度の執行率 95.18%， 39年度の執行率 8ス53%に比し年々

向上している。
-、、
よー

また，本年度の支出総額 5，082;524円は前年度の支出総額 3，4:05，553円に比

し約 1，67ス000円余増加している。

とれは向川原市営住宅の給水'工事費の増加と，その他の市営住宅の修繕費

の増加などによるものである。

因みに本年度市営住宅の貸付家賃収入ば・:10，441，'199円でおり，修繕費の支

出内訳は下表の通りである。

.41年度市営住宅の修繕費支出内訳

修繕対象 修繕内容 ，! 金 ι 額

1.向川原 排水溝修理 55，000円

2.下回高幡 塗装 225，000 

3.向川 原 外灯新設 9呪000

4.向川 原 外灯ポーノレ替 11ス000

5.各団地 屋根修理 96，少70

修理 1 1 3，880 
、

263，740 

970，59'0 

摘要

第?款消防費

41年度消包防費の歳出は予算現額 49，971，000円に対し，支出済額 48，73究393

円で?ス54%の執行率である。

との予算執行率は 40年度の 9虫77%， 39年度の?虫62%に比し， 39年度

の執行率より高く 40年度の執行率よりやや低下している ο

¥ とのどとにつ:いて消防貨の内訳をみると，常備消防費に関じては日野消防

ーエ08ー



署を東京都に委託しているため，予算現額通り 100%-執'行されているが，

非常備消防費と防、災対策費の執行率についてはいず、れも低下している。

また，本年度の支出済額は 39 年度の支出総績を， 100 ー とすると，~ .4 0年度

は 124，79%， 41年度は 164.46%と年々増加している。

即ち，本年度の支出総額 48;739，393円は前年度の支、出総額 36，984i3t4円
に比し，約 11，755，000円余増加している。

とれは主として常備消防署を東京都に委託している委託料が前年度に比し

8，833，000円増加しているとと，防火用貯水槽の設置並びに指定水利標識等

の工事費等が増加しているためであノる-。 ~. i 

ー. 1 ;. ~ 

① 非常備消防費について

本年度の支出済額 7， ~þ82明日 円は予算現額 8，962，000 円に対し 8ス 80 %の執

行率で前年度ーの執行率 98.25%に比し低下している。 ノ

とれは主として防火貯水槽を当初 5カ所に設置する予定であったが，原材

費の値上りによって 3カ所に縮少したため不用額を出したもので， 4カ所

設置するには資金不足となるためである。

また，消防施設整備の補助金については台風等による施設の被害が少なか

ったので補助金から不用額を生じたものであり，消防機材に対する修繕費

ーについても毎年機材の更新をはかつているので修繕費の不用額を出したこ

となどのためである。

また，本年度の支出総額ス868，295円は前年度の支出済額 4，761，884円に比

し約~，_1 06，000円余増加している。‘

これは主として防火貯水槽の設置，指定水利標識工事等の工事請負費と三

輪車及びその他の消防機材の備品購入費の増加によるものである。

② 防災対策費につい}で

本年度の支出済額 309，0:98円は予算現額 44~}， OO 0円に対し 6虫15"%二の執行

一109-



率で，前年度の執行率 ?虫92%に比しかなり低下している。
とれは主として防災計蘭書の作成が機構改革による人事移動のため遅延し

印刷製本が年度内に間に合わなかったため不用額となったものである。

また，本年度の支出済額.309，098円は前年度の支出済額493，450円に比し
約194，000円余減少している 。
とれは主として， 40年度において消防団員の図版を新，謂したととと，ホ
ース等の備品購入費の増加によるものである。

消防費の目別年度別執行状況表

昭和 39 年度

‘ i 7 1手 算 i決算額 i決算額
j予算現額 j支出済額 |執 行率 |構成比 !趨勢比率

j24，71mD円|24，710，000円I1 00.00そLJ22L」旦竺-
;つ，972，700_j 4，905，652 I 98.65J_rLj00 

H;;::l 2J;:;;l;;::i1oti-
一工工0-



第 10款教育費

41年度教育交の歳出は，予算現額ヰ 9O~l2 9，1.} 6円に対し，支出済額

4 3 8;5 00，2 5 6円で 8ヌ36%の執行率である。

この予算執行率は 40年度の 96.27%， 39年度の 82.17%に比し，・ 39年度

の執行率よりは高 く， 40年度の執行率よりかなり低下じているム

とれば 40年度において， 学校施設建設関係?の工事が多いため， 執行率が

かなりよかったことによるものである。

また，本年度教育費の支出総額ば 39年'度の支出総額を 100 とすると， 40 

年度ば I5呪88%. 41年度は 11呪13%と， 4.1年度における教育費は 39 

年度よ りは増大 しているが， 40年度より はかな り減少 している 。

ζれは 40年度に:片いて学校防音関係工事費がかな りのワエイトを占 めて

いたのであるが， 41午j支に至って学校防音関係工事が 一段落していると

とを示している。

なお，本年度の主なる教育施設としては平山小学校屋内体宥舘，第 5小学

校及び溜徳小学校の仮設教室，平 dl小学校防音校舎の改築 ， 第 2 小学校 I~方

音校舎の建設等が行なわれ完成している。

また，学校用地として第 2小学校の用地買収が行なわーれ，社会教育施設と

して新井分館の新築，体育施設として多摩川総合グランドの建設が行なわ

れている。
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教育費の項別執行状況年度比較

注:小学校費の中に翌年度繰越明許費3虫2タ4，329円を合む。
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1. 教育総務費について

教育総務費の支出済額 28之83，725円は，予想、現額 2丸284，850月に対し， 82.88

%の執行率で，前年度の執行率 98.24%に比し，かなり低下している。

これは主として，林間施設大成荘の借地料が値上げされずに安すく契約でき

たこと，冬期利用者が少なかったため燃料費等が節減されたとと.維持管理

費が少なかったことなどによって不用額を出したためである'0

また.本年度の支出総額は 3 9年度の支出を 100とすると. 4 0年度は

93.51 %と 40年度をピークとして 4 1年度はかなり減少している。

これは 40年度において林間施設大成荘の第二期王事 と建設に伴なラ施設の

備品購入費等多額左支出があったのに対し， 41年度は人件費，教育指導用の

需用費等が幾分増加している程度で特別多額な支出がなかったためである。

ーエエ3-



① 事務局費について

本年度の支出総会員 20.920.371円は.予算現額 21，131，000円に対L/.99.'00 % 内|

の執行率で，前年度の執行率 99.11%に比し，粉々低下してわるν

これは主として人事交流により職員給与に差額を生じだこどと，句防音:エ7事

費関係の旅費を一般旅費l二振番えて使用したため 一般旅費が節約され不 1 

用額を出したことなどによるものである。

また.本年度の支出総額は 39年度の支出総額を，100とすると.4 0年度

は 122.92%. 4 1年度は 148.34%と年々増加じている。

これは主として人件費の増加によるものであるゐ即ち， 4' ;'1年度の人件費

は 18，456，983円で，支出総額に占める割合は 88.22%.'4 0年度の人件費は

15，360.923円. 3 9年度の人件費は 11，632，155円となっているミ

なお，人件費以外の費目で比較的多績に支出されている費目は，報償費

1，012.590円のうち，大学生 17名.高校生 20名に972:00'0円が;奨学金と

して支出されていることと，需用資 800，343円は.消耗品 284，703円.食

糧費 190，4 91円.修繕費 141，1 7 1円，燃料費 101，247円等で，前年度の支出

内訳と対比し，概ね良好に支出されているものと認められる。

③ 教育指導費について

本年度の支出総額 4，326.40 7円は，予算現客員 4，530.000円に対し.9551 %の

執行率で，前年度・の執行率 98.47 %に比し，低下している。

これ、は主として学校に対する研究費の補助金が研究者の申じ出が少なかっ

たために不用額を生じたこと，教材用ブイノレムの白黒とカラーの購入割合

によって備品購入費に不用額を生じたことなどのためであるミ J 

なお，扶助費については全額を不用組としているカLJ乙れは要準要護生徒

4A ユ
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教育総務費の目別支出状況.年度別比較表

除I""、ご¥¥年度別
ー¥ 、¥、、、~

日召 和 4 1 年 度 日召 和 4 0 年 度 昭 和 3 9 年 度

構成比率 |趨勢比率

円 %1%円 円 % % 喫〉
2 55，8 5 3 I 8 5. 1 5 I 4.4 0 ω 日日 1，3 1 9，0 37 95.1 7 4.36 1 00.00 

一一一一一;ili--
mut-75M  

14，1 02，7 3 7 98.29 

526407j 1550 五日日日 4.90 10 0.00 

。 ー 。 ー

5林一建設費 l ol oi -i D 13，342，097 95.26 44.1 1 ー

1 00.00 
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内

の進路対策扶助費であり i進路対策扶助費については負担金で支出してい

るためである。

然るに， 前年度においても本年度と同様.扶助費 15，000円を予算計上し，

該当者がいなかったため全績を不用額としていた。今後.予算計止に当つ

、で:はι十分調査の上，扶助対象者の把握につとめる必要がある。因みに A2 

年度じおいては扶助費を負担金として予算を組替えている 0'

またー本年度、のー支出総額 4，326，407円は，前年度の支出総額 2.782.753円に

比し.約 1，545，000円余増加している。

これは，主として学校教育用.rν ピや映写機会事の備品j議入質.小学校3年

用の祉会副読本の印刷製本費.並びに教職員の研究費補助金等が増加して

いるためである。

な;お.本年度から幼稚園の兼務校長に対し報償費より謝札金が支出されて

いる。

④ 林i首施設管理費について

本年度の支出済額 1，781，094円は，予算現額 2.149，000円に対し.82.88%の

執行率で，前年度の執行率 98.37 %に比し，低、下している。

これは~'_ 4 0年度において喝大成荘の第二期工事の請負費が殆んどで算現額

にちかい金額で入札されているため，執行率が良好であったのに対し.41

年度には大成荘敷地の借上料が値上げもなく非常に低額で済んだことと，

冬期利用者が少なかったため燃料費が不用となったことなどのためである。

また，本年度支出総額 1，781，094円は.前年度の支出総額 2，1.461，oy6月に比

じi 約 19，680，000，'円減少している。

これは 4'，0年度において林間施設大成荘の第二期工事費1;8.510.305円と施
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4島
、一

設建設に伴なう備品購入費 1，143，960円等の支出に対し， 4.' L年度において

は胞設の維持管理費のみとなっているためである。

2. 小学校費について

小学校費の支出済客員208，936，6 7 1円は，予算現額 25 4.1 95，4 56円に対し.8220

%の執行率で，前年度の執行率 95.62%に比して.かなり低下している。

これは主として，第三小学校の防音関係工事が地盤の関係から遅延し.翌年

ゑに予算伽明許制したためである o

また，本年度の支出総額は 39年度の支出総績を 100とすると.4 0年度は

142.91 %. ..4 1年度はJ 8ス00%と.40年度をピークとしてかなり減少し

ている。

これは. 4，0年度において， 4小，調徳小. 6小等の教室の増築，平山小，

6小等の防音工事等の建設が大巾に行なわれたのに比し. 4 1年度には，平

山小の防音改築工事や平山小屋内運動場 t 5小，調徳小等の仮設教室等の建

設費が減少しているためである。

① 小学校管理費について

本年度の支出済額 61， 104，850 円は予算現頒 63，642，4 56 円に対し.~9 6~OJ %の

執行率で，、前年度の執行率 96.43%に比し，稿、々，低下'じている 6

これは主として暖房用の燃料.コークス，重油の購入単価が安く購入でき

たこと.火災保険を全国市有物件災害共済会にー切替えたため安い料率で契

約できたこと，汲取料が浄化槽となったため安くなったこと.木造校舎の

ストープ取付と取外しを学校の用務員にさせて賃金を節約したことなどに

よって不用額を出したもので経費の節也減節約:をはかったためである'0
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函みに，本年度の賃金の支出額を前年度の支出額と対比すると，前年度の

支出額 66ス060円に比し，本年度の支出額ば 3Y1，180円で，かなり節約をは

かっているものと認められる。

また，本年度の支出総額は、39年度の支出総額を 100とすると t 4 0年度

は136.96 %， 4 1年度は 16虫59%と年々増加している o 、

長[ち，本年度の支出総額 6'1，lO4，850円は，前年度の支出総額 49~3 4 8.1 88円

に土し.約 11，750.000円余増加してしイる。

こ九は主として職員給与のペ ースアップによる人件 費と各小学校の教，用{j詰

品費，光熱水質，並びに'電気保安.清婦等の委託費が増加しているためで

あるが.反面a 工事請負費については前年度の半額程度となうている。
、戸

' 

② 小学校教育振興設について

本年度の支出額 2.54ス260円は予算現頒 2.90呪000円に対し.8ス56%の執行

率で前年度の執行率 83.47%に比し向上している。

また，本年度の支出総額 2.54ヌ260円は，前年度の支出総額 1，405，ア89円に

比し，約 1，1 40.000円余増加しているロ

これは，主として国庫補助対象備品』の購入賞の増加と，要準要保護生徒に

対する林間，臨海学校.校外教育.学用品等の扶助費の増加.夏期施設の

教育にあたる教師に対する謝札金等の増加によるものである。

③ 小学校保健体育費について

本年度の支出総額 6，061，216円は.予算現額 6，645，000円に対し， 91.21%の

執行率で前年度の執行率 9476'%じ比し，低下している。

これは主として結核検診結果じよる精密検査該当者が少なかったため委託

ーエユ8ー



料が少なくなったこと。斐準安保護児童の該当者が少なく ，給食扶助費等

から不用鎖を出したためである 。

また，本年度tの支出総額 6，061.216円は，

前年度の支出総額 4，045，49 3円に比し.約 2.016，000円余増加じて守れる。

‘白 、

これは主として給食作業員が公務傷害により休んでいるため臨時じ作業員

を雇ったためその賃金が増加したこと。給食用備品の員替えのたあ備品質

が増加した こ宇，結核検診料，給食費，学校安全会負担金等が値よげとな

ったために増加したものである。

@ 小学校議設抱設整備費について

本年度の支出済額 58，908，609円は， 予算現額、59，9，5.7，00.0{エ対心. ヲ8~25%

の執行率で，前年度の執行平 90.03%に比し，向上している。

また，本年度の支出総額 58，9 U 8，6 09月は，前年度の支出総額 1J2.20，Oβ1-.5 

円に比し，約 53，300.000円減少しているo

これは. 4 0年認において 4小""清徳小，，6小等の教室増築資?丸571，6 04 

円の支出があったためである。

なお， 木年度には平山小箆内起動場， 5小. 1菌徳小等の教室の増築と 2小

5小，る ;J¥等の校地取得が行なわれている。

，
 

J

1
 

⑤ 小学校防音工事関係費について

防音工事J宗務費，防音工事費及び防音工事雑費を含めた学校防音工事関係

資の予算場銭 12'l，042J]OO円に対し.支出済客員は 80.314，736同で66.3-5%の、

執行率であり?前年度の執行率~ 9.呪45%口比し，かなり低下1している。 、

これは平山小学校の防音改築工事費が明許繰越となったためである。
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小学校費の目別支出状況，年度別比較表
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また，本年度の支出総額 80，314，736円は，前年度の支出総鋭 17 6.2 Q 1，65 4 I 

円に比し，約 95，885，000円減少している。

これは主と して第ろ 小学校の防音改築工事費を翌年度に明許繰越 したので

本年度の工事演が減少している。反面，前年度には第 4小学校と調徳小学

校の防音改築工事が行なわれている。

3. 中学校貨について

中学校賞の支出済頒 105，76乙590円は，予算現額 11 0，150，950円に対し 96.02

%の執行率で，前年度の執行率 94.72 %に比し向上している口

また.本年度中学校費 105，767，590円は， 3 9年度の支出総額を 100とする

と. 4 0年度は I90.85 % t 4 1年度は 204，11%と年々増加 している。

これは主とし て第二中学校{坊音工事費の増加と人件費の増加によるものであ

る。

① 中学校管理費について

本年度の支出済額 21，400.221円は，予算場編 22} 36，9 5 CJ円に対し 94.12%

の執行率で 40年度め執行率 96.25%.ろ?年度の執行率 96.65%に比し，

年々低下している。

これは主として.火災保倹料が全国市有物件災害共済会に切替えたため.

安い料率で契約できたこと、 暖房用 の燃料.コークス， 重油の購入単価が

安く納入されたこと.汲取料が浄化構 となったため安くなったこと.工事

請負費の入札差金.ストープ取付取外し賃金が安 くなった こと .並びに各

中学校の備品については新規購入を控えて修繕して間に合わせたことなど

によって不泊頒を出したためである。
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因みに，修活費にういては.m年度の修繕費 428，911，円に比し，本年度の
修繕費は 99スろ50円で前年度の倍額程度支出している。

また，本年度の支出総額はろ?年度の支出総額を 100とすると. 4 0年度

は 10 3.8 9 % ，. 4 1年度は 131.84 %と年々増加している。

良Pち.本年度の支出総額 21，400，221月は，前年度の支出総頒 16β63，81 0円

に比し，約 4537，000円余増加している。

これは主として職員給与のベースアップによる人件費，光熱水費，印刷製

本費，修繕費等の需用資.一中，七中の火災報知器取付工事費，各中学校

備品購入費等の増加による、ものである。

② 中学校教育振興費について
、

本年度の支出済額 1，680λ43円は，予算現額 2.1S 7， 0 0 0 Ijに対し‘ 7ス91%の

執行率で前年度の執行率 90.36%に比し.かなり15下している。

これは主として林間学校児童の負担金が参加者がタなかったため不用客員と

なったとと，産業教育備品の購入について国摩袴助金が減額されたため購

入減となって不用客員を出したこと，要準要保護 i花童の修学旅行並びに，林

間学校に参加する者が少なかったこと等のため不足額を出している。

また，本年度の支出総額は 39年度の支出総額を 10)とすると. 4 0年度

は 147.06%. 4.1年度は 176.33%と年々増加している。

艮IJち，本年度の支出総額 1.680，443円は.前年度の支当総額 1，401，484円に

比し，約 283，000円余増加となっている。

これは主として理科教育備品と特殊学級備品の購入が増加したためである。

① 中学校保健体育費について
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斗

本年度の支出済額2.532.351円は，予算現額三130.000に対し， ，80.91 %の執

行率で， 4 ，0年度の執行率 86A2%.， '，-，3 -9年度の執行率 89.65'%に比し，年

々低下している。

これは主として学校仔挙が多かったため、給食回数が減少した ζ とや欠席生

， 徒の数，が多かったために， ミノレク給食費から不用紙を出したこと，結核検

診について精密検査該当者が少なかったなどのため，委託料が減少して不

用額となったものである。

また，本年度の支出総額 2532.351円は，前年度の支出総額 2.59 8，7 5，，1円に

比し， 僅かではあるが減少している。

これは主として在校生徒数が前年度に比し減少しているため， いレク給食

やd 結核検診が少なかったためである。

④ 中学校建設施設:整備費について

本年度の支出済額 2.114] 0 4円は，予算現綴 2.122.000円に対し， 9虫66%の

執，行率で，前年度の執行率 93.47%に比し，向上し℃いる。

また，本年度の支出総額 2.114.704円は，前年度の支出総額54，3722.87円に

比し，約 52.257.000円余減少している。

これは 40年度において主としてー中，七生中の屋体設計料2 工事費，備

品の購入等が多かったためである。

① 中学校|弱音工事関係費について

防音工事事後費，防音工事費及び防音工事雑費を含めた学校防音工事関係

費の本年度支出済額 78，039，871円は，予算現客員 80.005，000円に対し，ヲス54

%の執行率で，前年度の執行率ヲスヲ4%に比し，稿、々低下している。
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これは，備品購入費について防衛庁より予め交付内定がなされていたが，

実際に，ほi交付がなかったので全額不用額としているためであるc:i

また，本年度中学校防音工事関係費 78，039，871円は，前年度の交!出総額

23，66 2~63 4円l三比し，約54.，37え000円余増加している。

これは主として二中校舎設計委託料，防音工事費が増加じているためであ

ーる。

4. 幼稚園費について

本年度の支出済額 18，686，3 67円は，予算現額 1丸227;920円に対し;9ス118%の

計執行率で，前年度の執行率 98.890/0じ比し，精々低下している。

これは主として，工事請負費の入札差金と i暖房用燃料費の節約じよって不用

額を出したためである。

また，本年度の幼稚園費 18，686，367円は，前年度の支出総額 30.660.3'22円に

z比じ，約1.1，974β00r:tj余減少している。

これは 40年度じおいて，第三幼稚閣の建設工事費 17，100.000円の多額な支

出があったために減少したものである 0'反面， 4 >1年度においては，第，三幼

稚園の設置に伴なう備品費，需用費，保母織員の、増加と教職員給与のペース

アコメプによる人件費日そのイ也の経費が増加している。

因みに，人件費等の主なる支出費目を年度別に対比するrと不表の通りである。

， 
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中学校費の目別支出状況年度別比較表

(j主〕学校防音工事 事務質， 学校防音工事費，学校防音工事雑費の趨勢 比率は昭和 40年度を 100%とした。
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人件費等主なる費自の年度別対比表

2.需用

/3.委 ，…:託

6.その

5. 社会教育費について

4 1 

14，4 1'3，82 3円1

1;b 35，2 07-

1'3 '4;1 10・ 1
一856心9S

1 '8，21a22 0 

増減

5，き09，2'84円

582，322 

ム 721，985

ム 1ス945996

社f会教育費の支出J斉客員4B，n3 3，5 5:1円は?予算現緩 48，803，000円に対 G，98.4 2 

%の執行率で前年度の執行率?呪48%に比し，稿、々低下している。

これは主として，社会教育総務費の印刷製本建，職員手当等と，社会教育胞

設建設費の設計委託料，新井分館新築工事請負費の入札差金，中央公民館新

設に伴なう庁用備品購入費等から不用客員を出したためである。

また，本年度社会教育費の支出済額 4・8，033.531円は， 3 9年度の支出総額を

100とすると， 4.0年度は 565.40%， 4 1年度は 581.02%と， 4 0年度から

4 '1年度にかけて大巾な増加となっている。

これは主として 40年度には，図書館が新設されたこと，中央公民館の建設

が行なわれたなどのためである。

また， 4 ~ 1年度には，施設増加に伴なう人件費，運営費等の増加と，新井分

一工25-



館新築工事費の増加があ iったためである。、

① 社会教育総務費について

本年度の支出済額 17，862.6~ 2円は，予算現客員 18，315，000円に対G， 9ス53%: 

の執行率で，前年度の執行率 98.77%に¥比し，稿、々低下している。

これは主として「社会教育学習のまとめj の印刷製本を業者に発注し，納

;品が納期限の 42.3. 31.に間に合わず， 且つ，出納胡鎖期においてさえ納:

【品されなかったので， この印刷製本資 145，000を不用額としたこと， 人事

交流により職員手当に差額を生じて不泊客員を出したことなどである 。

また，本年度の支出総額 17862.612円は， ろ?年度の支出総舗を 100とす

ると， 4 0年度は 154，98 %， 4 1年度は 285，02%とかなり増加している。

これは主として，図書館，公民館等の職員数の増加と職員給与のベース・

アップによる人件費の増加によるものである。

因みに， 4 1年}支の教育委員報酬を含めた職員給与の人件費目，794，547円

は，前年度の人件費 7，188，902円に比し，約 6.605，00 O~円余増加:している 0

1なお，人件費以外の費目で前年度に比し，増加しているものは，記念品，

賞品代，講師謝礼金等の報償費 F 消耗品，印刷製本費，食糧費等の需要費

の増加である。

② 社会教育施設建設費について

本年度の支出済額ス17ス607円"4:，予算現客員三326.000円:1;二対'し，守又97%の

執行:率で，前年度の執行率 9虫85~~ . '~比し梢々低 'FL ている。

これは 40年度の支出総額が殆んど中央公民館の設-計と工事費である関係

から 100;%ちかい支出となっていrるζfと'C2対し， 4 1年度の不用客員は主主
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外，

して，新井分館の新築設計図等の作成を委託する予定であったのを建設部

において作成し，外注を取りやめたこと，新井分館新築工事費の入札差金月

中央公民館新設に伴なう庁用備品の購入費，仮設電話の取付を見送ったこ!

となどで経費の節減をはかつて不用額を出している。

また，本年度の支出総額ス17ス607円は，前年度の支出総額 28，54ス910円 j

に比し約 4分の 1に減少している。r.

これは 4 0年度に全額 28，54乙910円を，中央公民館建設費に支出している:

のに対し， 41年度は新井分館の新築工事費 6，699，0001弓と中央公民館の庁 1

用備品購入費並びに需用資等 478，607円の支出額しかなかったためである。!

① 公民館費ビついて

本年度の支出済額5，945，494円は，予算現額 6038，000円に対し， 98.47%の

執行率であるが，支出済額の内訳をみると，公民館の建設に伴なう庁用器

具，機械器具等の婚入費 3，81ス354円， 敷地内の垣根工事，文化祭展示用仮

設工事等の費用 320，980円，光熱水重量等の需要費 788，645円，全公連，関公

連等の負担金等，予算計画に従い良好に執行されている。

また，本年度の図書館費 17，047，81 8円は前年度の支出総額 8，481，2 3 0円l斗土

し，殆んど倍額ちかく増加している。

これは主として図書購入費只450，11 0円，移動図書館としての巡回自動車鰭

-12ワー



社会教育費の目別支出状況年度別比絞表

昭和 4 () 年度

; 予算現額

j可 5，613

「注J_図書館費の趨勢比率は昭和 40年度を 100%とした。

決算

6，365，613円
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入賞 2.100，000円，図書館用備品購入費 1，260，393円， 図書運用のための消

粍品費 1，990，683円等の支出が大巾に増加している。

このことは，図書館が市民の社会教育の場として重視され，積極的に図書

館活勤が強化されつつあることを示しているつ

& 保健体育費について

保健体育費の支出済額 28，792r3 72円は，予算現額 2呪06ス000円に対し， 9虫06

%の執行率で，前年度の執行率，9呪28%に比し，稿、々低下している。

これは保縫体育費の総務費，施設建設費，胞設管理費等全体からの不用額が

集積されたものであるが，体育施、設管理中の電話仮設費の保証金の積立を交

渉の結果. 積立を憂しなく tj:って全額を不用額としているためなどであるつ

また， 、本年度の支出総舗は.' 3.9九年度の支出総額を 10 aとすると. 4 0年度

は 793.32%. 4 1年度は 87ス62%と.40年度から 4 1年返にかけて大巾な

増加となっている。

これは.主として市民プーノレ，市民総合グランド，多摩平テニス.野球場の

体育施設費等の増加によるものである。

「① 保健体育総務費について

本年度の支出済額 4，348，946円は，予算現客員 4，416，000円に対し..98.48%の

執行率で，前年度の執行率丹、75%に比し向上している。

また.本年度ゐ支出総額 4，348，946円は前年度の支出総額 3，713，328円に比

じ，約 635，00'0円余増加していiる。

これは殆んど戦員給与のベース・アップによる人件費の増加であり，反面

文化団体に対する体育費の補助金については，社会教育総務費の社会教育

一工2'9ー



団体補助金に切換たため前年度に比し減少している。

② 体育施設建設費について

本年度の支出済額 22.639，146円は，予算現客員 22.71 2.000円に対し， 99.68%

の執行率で，前年度の執行率 99.90%に比し.梢々低下している。

これは主として，総合グランドの設計委託料が安く -設計できたため不用額

を生じたためである。

また，本年度の支出総額 22.639，146円は，前年度の支出総額 21，223，780円

に比し，約 1，415，000円余増加している。

これは， 4 0年度の市営プール建設費 21，10ス500円に対し， 4 1年度には

多単川の総合グラ γ ドの設計及工事費.多摩平のテニス場，野球場，市民

プーノレの第二期工事費r プーノレ進入路の買収費等が増加しているためであ

る。

③ 体育施設管理費について

本年度の支出済額 1，804，280円は，予算現額 1，93'9，O~ 00円に対し，'93.05%の

執行率で.前年度の執行率 99.80%に比し，低下している。

これは主として，市民プーノレ場の電話仮設保証金の積立が不倒となったた

めである。

また，本年度の支出総観 1，804，280円は前年度の支出総額七08只490円に比

し，約 714，000円余増加している。

これは主として，市民プーノレ場の監視員の賃金.備品購入費， ポンプ取付

工事費が増加したものである。

'‘. ~ ;， 
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保健体育費の目別支出状況年度別比絞

昭 和 3 9 年 度

一
予 算 現額 決算 額 空当構成比率 |趨勢比率

玉川540円 3.2山間 114，76%山当10日日叫
1 0 0，0 0 0 I ; 4 5，0 0 0 I ' -， I 1. 3 7 I -

ー ー ー ー

3，41 9，540 ろ，280，729 1 0 O ~ O 0 
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体育施設建設費の趨勢比率は昭和40年度を 100"loとしたo
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第 14款予備 費

4 1年度予備費の議決予算額は 13.4 68，000円で，本年度中に他の科 目ヘ

5，476，152円充当 し， ス991，848円の不用績を出してい る。

予備費は予算外の支出又は予算;超過の支出に充てるため. 才出予算に

予備震と して計上し ているものであるが， 本年度の予備費 5，47 6，152円を

款別と節別に充当 している状況は次表の次りである。

予備費の充当状記表(款別 )

Z商 工 費 1 4.450，06o 200.00 0 1 

f3.土 木 費 1. 3 9.7 3 8，0 9 7 5 1 7，8 5 5 : 3 ( 1 8 1，3 0 0 ) 

一一一一 一一一 一一一一一一一ー一一一一一一ムよー{一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一ι

h 呪消防費 48.7 3呪393 234，000 .3 ( 234，000 ) 

10教 育費 4 3 8，5 0 0，2 5 6 1.162，1 7 6 5 ， ( 8 1 4，326 ) 

11.災害復旧 費 1

12公 債費 i

。
33.1 03.91 6 

。
。

13.諸支出 金 I ' 0 0 

計 iJ!???，233，5?oJ一一竺竺1竺

ーユ32-
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に」 予備費の充当状紀表(節別)

内

別 支出済額

2 2 2，4 5 5，8 1 1 

i3償還金利子
l 及 び
i 割引料

。予算の流用について

4 1年度における予算の流用状況は流用件数 3 1件， 金額にして

2.5 73，670円が目 ない し節閣において 流用されて いる。

即ち， 目間の流用 4件 1，126，750円， 節間の流用 37件1，446，920円となって

いる。

ーユ33-
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。予算の不用客員について

前年度予算の不用額-39.255，629円に本年度予算の不用客員40，437，151円は，

1，181，552円の増加となっているが，本年度の予算現客員に対する不用比し.

前年度の予算現額に対する不用額の割合:2.87%に比
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額の割合は 2.68%で，

減少している。し.



5 

斗

節

4円 . 

3. 

' ・ 4. 

5. 

6. 

7 

8. 

とのことは つまり，予算に対する執行率が前年度に比較して向上してい

ることを示しているものであるが，一方，不用額となった費自の内容につ

いて検討する と，使用料及び賃借料は予算額に対し.3ス90%の不用額を出

している。

これは主として自動車の借上科が庁用自動車が利用で きたためであ7る。そ

の他.予算額に対し 1割以上の不用績を出している ものは.役務費の 16.43

%.賃金の 14.94%.補償料の 12.00%.災害補償料の 11.63%. 旅費の

11.16%等となっているが， これらの費、用については予算の編成上(経費

の算定上)かなりの困難があるが，検討の余地があると思われる。

なお， 一部に経廷の節減節約を行なっているものもあったが.次表に示す

通り全体的にみると必ずしも経費の節減節約がはかられていあとは言い難

く， 逆に経費の算定が甘いと思わ」れるものもあった。

予算の不用額状況

別 予 算 額 不 用 額. 率

報 酬 1 9，240，369円 680，969円 3.54% I 

給 料 2 1 4，9 7 1，3 8 8 270，61 8 0.1 3 I 

職 貝 手 当 223，961，135 1，477，335 0.66 

共 済 費 20，5 0 4，2 2 7 1 4，751 0.07 

災、害 補 償 費 8，850 1. 029 1 1.63 

恩給及び退職手当 。 。 。
賃 金 7，623，734 1，1 39，0 ?) 5 1 4.94 

‘・-_一ー ー

幸民 償 費 1 2，043，640 1.039，035 8.63 
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6 0補助金について

内 本年度の補助金交付状況は別表に示すとおり 182件， 37，85又435円となっ

ている。

この補助金の主なものは，し尿汲取業者に対する補助金，自治会館改修工

事に対する補助金，貯蓄納税組合の育成に対する補助及び老人クラブ活動

の育成に対する補助金，児童遊園地の新設及び整備に対する補助金，各種

農業団体の事業費及び団体の育成費に対する補助.商工振興事業に対する

補助F 社会教育団体の育成のための事業費補助，教育研究に対する事業費

補助等である。

これらの補助金について書類監査を行なったほか抽出により 6団体につい

て監査を実施した結果

① 補助金交付の根拠となる補助金交付に関する条例規則要綱等が定

められておらずに交付しているものが多い。

② 補助金交付の算定蕊準が不明確なため同一事業に対する補助金K卦

いてもアンパランスな交付がなされているものが見受けられる。

③ 補助金であるにもかかわらず，事業に対して全額補助を行なって

いるものがある。

① 実査した団体の中には事業が完了していないにもかかわらず補助

金を交付しているものが見受けられた。

① 摘!3j]金を交付した後における市の指導が徹底していないために補

助金の実績.効果等の検討がなされていないものが故見された。

⑤ 50.000円以下の零細補助金が 105件で全体の件数 182件の 57% 

を占めている。

以上の結果かーら早急に補助金に関する条例，規則.要綱を制定しJ交付基 ー

-13ワー



算定基準.を明らかにするとともに，補助金を交付した団体準を明確にし，

補助金の効果を上げるように努力されたし'10等については充分指導を行い，

零細な補助金については充分検討し.

かり 事業活動がより効果的に行い得るよう指導されたい。

必要度に応じて整理統合をはまた.

各款決算客員に占める補助金交付件数及び交付額状況

(A) 

A 
二工王長主主

2 9 5，7 0 0，3 0 7 務

0.46 2 1 0，5 74，45 4 生

0.52 1 85，9 7 9，942 費 i生衛

。5，750，025 費働労

25.86 26，681，022 費業農

59.58 14，450，060 費工商

2.24 1 3 9，7 3 8，0 9 7 費木土

1.14 48，739，393 費防f向

0.53 2，329，500 438，500，256 費育教

。。。。災害復旧費 !

。
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尚全額補助を行なっているもの、については補助金の対象となうている工事

事業等を充分検討し補助金の趣旨に添うようにされたい。

。委託料について

本年度の委託料は 120，31 1，000円で，前年度の 10 6'，6 5 1，0 0 0円に比し.

1 3.660，000円(1 2.81 % )の増加，前年度の 79，792.00'0円に比し40，519，000 

円 (50.78.%)の増加となっており，年々増加の傾向を示している。

委託料は.委託契約により支出されているが. 一一部において.委託契約通

りに委託料が使用されてないものが見受けられるので.委託契約に基づき

支出されている委託料が委託契約通りに執行されているかどうかを充分確

認し，委託契約に基づいた執行がなされるように注意を払われたい。

0 十.木怨築工事の契約について

4 1年度において土木建築の工事契約を行なった件数は 265件.契約金額

406.153.9ι9円である。

このうち 42年 4月 1日現在において工事が契約工期内に竣工していない

ものが 20件. 1 1 6.5 87. 0 0 0円に及んでいる。

このように.契約工期内に竣工していない原因についてみると，

① 契約工期が契約を締結す ると きに既に無理であると判っているに

もかかわらず予算等の関係上執行しでいる。

② 事包実実績を考慮せず同一業者に同一二期間内に数カ所の主事を契約
、、

している。

① 従来.市の監督が甘かったため請負業者が工期をややもすると安

易に考え入札を行なっている傾向がみられる。

ーエ39-



以上の点から今後は契約を締結する際には

① 請負業者の実績を十分に検討し，能力に応じた契約を締結するこ

と。

② 工期の決定は設計内容を十分に検討し，細心の注叩意を払い無理の

ないようにすること。

③ 事業計画は発注の時期を十分に考慮し.，契約工期内に工事が竣エ

し得るよう注意を払うこと。

等によって契約工期内に工事が竣工するように努め，施設が予定通り使用

出来得るように執行されたい。

なお.年度内に正当な事由により工事が竣工できないものについては.繰

越明許，事故繰越等の所定の手続により執行すべきである。

また.工事契約に伴なう遅延利子については， 日野市契約事務規則第 31 

条に「契約の期限および期間の延長は契約者の責に帰すべき事由があると

きは遅延日数 1日につき日歩 5銭に相当する利子を徴収する。この場合，

検査に要した日数はこれに算入しないJ と規定されているにもかかわらず

遅延利子を 1件も徴収していない 0 ・
、

このように遅延利子を徴収しないということにより請負業者に工鶏が遅れ

ても遅延利子を徴収されないという安易な考えを生じさせ.入札の際に工

期を考慮せずに入札金額を決定し，入札するおそれがあり.正直な業者は

工期を守るために突貫工事の費用を見込む等により.εうしでも高い金額

で入札するために落札することが困難となる。

よって請負業者の質的低下をきたす要因ともなるので，今1後は正当な事由

なくして契約工期内に竣工しない工事については，契約事務規則を遵守し

遅延利子を徴収すべきである。

-140-



昭和 42年 4月 1 日現在 K ない竣功していまかった工事一 覧表 J

fw 工 事 件 名 j一言約金額 契約| 日 契 約 工 期

J竺土空土竺竺 一一一二 三竺竺 41-1f-j--41. 11. ，5"" 42. 3. 31 

市立平山小学校防音改築 2期 : 46，55 0， 0 0 0 l 4 1 i 2 1 41. 11. 22 -- 42. 3. 31 

一一一一「 ー一一一一寸一一一一一一一」ー
市立平山小学校体育館新築 ; 1 6， 1 5 0， 0 0 0 4 1. 1 7 4 1. 1 2. 9 ，_ 4 2. 3. 3 1 

ーー← 1一一一一 I 一一一寸 | 

新井地区センタ一新築 ; “ヲ矢口 o0 I 4 2. 1 2. 4 2. 1. 13 -- .12. 3. 31 I 
一一一一 ! 一一一一一一一一一一一斗一一一一一一一一一一一! 市立平山小学校防音改築第 2;明(州 ) 2 0， 2 0 0， 0 0 0 4 2. 1ヲ 4 2. 1. 2 0 ，._， 4 2. 3三1

市営多摩 川総合グ ランド建設 ! 8. 3 3 0， 0 0 0 4 2. ' 8 4 2. 29-- 42. 3. 31 

1消防用水槽新設 : 山 0000 1 42 25 r2.  24 ，....， 42 3. 3 I 

ト一一一一一一一一一一一一一 一一一一一 1 

J 下河原 412番地先日野用水下 流 行日1 1 1， 5 5 0， 0 0 0 4 2. 2 3 4 2. 2. 2 4 .___ 4 2. 3. 3 1 

…一一一一一一一 一 一 一一一

補助市道第 1号線舗装新設 9 7 0，00 0 42. 2 4 2. 3. 3 -- 4 2. 3. 3 '1 

平山小学校屋保放送装置設備 1 4 5.0 0 U 42. 6 4 2. 3. 7 -...， 4 2. 3. 3 1 

一一一一 一 一 一 一一一一一一一 一 一一一一一 一一
市立沼 2中学校外柵増設他 9 2 5，0 0 0 42. nu 

A
a'
 

42. 3. 1 1 4 2. 3. 31 

北御越前 1号線舗装補修 I， 0 7 8，0 0 0 42. 、 10 4 2. 3. 1 1 -- 4 2. 3. 3 1 

市道新田 3号線舗装新設 5 8 0，0 0 0 4 2. ~ I 3 4 2. 3. 1 4 -- 4 2. 3. 3 1 

補助 5号線舗装新設 5 1 0， 0 0 0 42. 3 1 3 4 2. . 3. 1 4 -- 4 2. 

日野 2753-2782 番地先水 路品作改修 1， 1 5 0，0 0 0 42. 3 1 3 4 2. 3. 1 4 ，._， 4 2. 3. 3 1 

一一一一 一一一一
市立平山小学校換気扇取付 5 0，0 0 0 42. :: 1 3 t1 2. 3. 1 4 -- 4 2. 3. 3 1 

市道下回 37 号線舗装新設 2 7 0， 0 0 0 42. 3 20 >1 /.. 3. 2 1 .....， 4 2. 3， 3 1 

2 3 8， 0 0 0 42. 3. 23 

市道北広間地 6 号 線舗装 新 設 2 5 0.0 0 0 42. 3. 20 

i 衛生処理場管理事務所非常階段新設

! 衛生処理場委託作業員浴室 5 8スo0 0 42 

1 ム 一 計 -i11658Z007「
3. 27 2. 3. 2 8 -- 4 2. 3. 3 1 

一 一一
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(二)特別会計

t 都市計画事業特別会計

本年度の歳入総額は 76，479，814円で，とれに対 し歳出総額は 61，016，168円で，

歳入歳出差引残額 15，463，646円とな り，これを翌年度ベ繰越した。

木年度の歳入総額 76，479，81 4円は一般会計からの繰入金 27，808，000円， 国庫

補助金 5，000，000円，都補助金 1，000，000円，市債 10，000，000円， 前年度から

の繰越金 3，765，15'0円，保留地処分の予納金 28，906;664円とである 。

歳出総額 61，016，168円は区画整理総務費 6;680，939円，審議会費 40 ，~，5 9 0円，

区画整理事業費 36，161，055円，都市下水路総務費 8，299，348円，都市下水路事

業費 矢471，236円とである c

歳入予算額 76，481;000円に対し謂定額及び収入済額は 76，47矢814月で，予算執

行率は約 100%であり，おおむね良好な予算執行がなされているものと認めら

れる 。

ととろが歳出において は，予算額 76丸81，000円に対 しi支出済額は 61，01<6，168 

円で，執行率は 7呪78%と低率であり， 1 5，464，83 2円の不用額が生 じている。

この不用額の生じた原因は都市下水路事業一縮;少のため都市下水路事業費の委託

料が当初予算 20，73-2，000円であったが 8，895;000円の支出に止どまったため

11，83乃000同の不用額が生じたことと都市下水路事業縮少により 農工作物補償

金が 1，081，76 4円不用となったとと及び平山区画整理事業の一部が延伸したとと，

並びに神明上区画整理事業が遅延じたために農工作物補償がし780，609円不用と

なったこと等に基因するものである 。

このように多額の不用額を生じたことは単に不用額が生じたということのみが r

、
n
J
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工区間整理全体が遅延し，下水路事業が、竪廷することによって，同認でなく ，

今後の財政 (歳入)に影響を及場団地への工場の進入が遅延するととになり，

将来の問題を考慮 し-;， '{重力事:

実現化をはかるように努力されたい。

消極的損失の発生となるので，ぼすことになり，

業の進捗に努め，

国民幾康保険事業特別会計2. 

況概、、B，ノ
唱

A
，f
t

、

昭和 4 1年度の国民健康保険事業特別会計、は歳入総額 10 5，9 5 1，4 4 2円に対し，

歳出総額は 1.05，89 7，3.0:5円で歳入歳出差引残額 54，139・円となり，こ1れを翌年

j支へ繰越した。

とれを前年度と比較すると 前年度は歳入京z出差引残額は 1，064，3:88月でt本年

度の歳入歳出差引残額 54，139、円に比し 1，0j 0，249円の歳入歳出差ill残額の減

少となっている。

本年度決算の歳入歳出差引残額は 54，139円となっているが， 一般会計からの

繰入金 13，626，0QD円及び前年度繰越金 1，06L1，3 88 p;j.を差引いた半年度!の実質

的収支においては 1L1-，6 36，249円の歳入不足を生じている。 ζれは前年度の実

質的収支の歳入不足額 4，935，612円に比 しげ00，637円の歳入不足額の増加と

歳入不足額が増加した最も1大きな要因は保険給付とのように，なっている。

費が前年度は 7ス402，050円であったが，本年度は 95;360，1'0'3円となり{前年

度に比し 17，9.5 8，0 5 3円(23.20 % )増加したためである。

没入金及び繰越金を除いた歳入についてみると，前年度に比~じ，保険税は， ......_' 

?ご1
t 

諸収入，は も95，4'1S ~円と 増加い逆 《2，664，330円，

に都支出金は 3，156，711円，使用料及び手数料は 5，930丹の減少となっ7ており

-143--

国庫支出金はる，544，068円，



日野市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算額年度比較

的 l 昭和 39年度 増ム減額 増ム減率

構成比| 支出済額 |構成比 (均一但) 態x100 
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差引 6，241，075円の歳入増加となった七

詩文出金 3，492ρ69円の歳出は前年度に比し公債ir28，4↑ 2円，これに対し，

保険給付費ば，1 7，9 5 8，0 5 3円の支総務費は 1，195，4 7 2円，支出減となったが，

出増加となった。

ヘ

芹
H
1

入一

t

¥

5

J
そのため繰入金と繰越金を差引いた単年度の実質的歳入の増加額 ム241，075

円よりも歳出の増加客員がえ700，637円上廻ったために実質的収支において歳

入不足額が生じたものである。

今後においても増加するものとなおー保険給付A費は年々増加の傾向にあり，

健全なる運営を行なっていく上には収入財源、の確保に努力を

望むものである。

思われるので，

歳入について、I
，J
q'M
 

〆
'
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前年度の歳入総額 91，019，979円に比本年度の歳入総額は 105，95，1;442円で，

1.4，931，463月の増加となっている。しi

ej:;土;二~とさミワ寸前年度に比し国民健康保険税はとれを各款別にみると，

繰入金はお26，000・円，繰越金は国陣支出金は 6;544，068円，2，6，64;330円，

逆に使用料及び

手数料は 1，?30円，者自支出金は 3，156，711円と減少じている。

国庫支出金が本年度は前年度に比しム544，068円増加したのは，

諸収入は 195，418円と各々増加しているが，1β64，388円，

補助金の交

付率が前年度は 25%であったものが本年度は 40%に引き上げられたために

増加したものである c

都の支出金が減少したのは前年度までは国庫補助金としての療養給付改善補

助金の家族給付改善分(5割給付から 7割給付になったため)の補助金と調

整交付金として世帯主給付改善分の補助金の不足額を都が補助していたが，

ベーユ45ー



本年度はこの分が国庫補助金となったために都市出金が減少したものであ る。

歳入の 30.63%を占める国民健康保険税の調定額は 43，819，025円で前年度の

認定額，38，062，755円に比し 5，756，270円の増加となっているが，収入済額は

32，385，540円で前年度の収入済額 2号790，860円に比し 2，594β80円の増加で

あり，認定額の増加額の約%の増加に止どまっている。

このように調定額が 5，756，270円増加 したにもかかわらず収入済額が

2，594，680円のi曽加にJtどまったのは，徴収率が前年度は 7827，%であった

ものが本年度は 73.91%となり 4.36%低下したために誠定額が増加した割に

収入済額が増加しなかったものである。

また，当市の徴収率は部下各市の徴収率に比し，低率であ1るので各段の努力

をし，徴収成績の向上をはかり一般会計からの繰入金の減少iご努めるべきで

ある。

仮りに本年度の徴収率が 90%に透したとすると，収入済額は 39，437;"1、22円

となり 6，981，932円の収入増加となり一般会計からの繰入金は約 6，644，000円

(本年度は 13，626，000円)で済む。

尚，国民健康保険税の賦課割合が，所得'割 76，41%，資産割 4;24%，均等書1

10.28 %，平等割 問 7%となっており，所得割に重点がおかれていることも

徴収率の低下をきたしている一因とも考えられるので賦課割合の検討を行な

う必要があると思われる。

都下各市の賦課徴収状況は次表の通りである。
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市トー
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武蔵野
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保険税の賦課徴収状況
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480 I山 0

800 I 1，500 
780 I 1.310 

3，657 43.4 。 。 2ス019 

ス892 90.2 4，528 51.7 30，526 

3，1 30 86.7 44.8 1，619 11.921 

900 1， 050 20，409 5，263 81.7 31.7 2，046 
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都下 17市国民健康保険税収納状況

¥ 区分 現 年 分 滞 納 繰 越 分

合 「E-Ji田両|市名 ~ . 1 [IWJ )J:: iri I 1fR K?3 $i未収額 l収納率 収納額 未収額 | 収納率 調定額

96.36% 
円 f 41'1;.7 6 0 )伺

42.95% 1 72.89 0.3 40 円 161.451.850円 11. 438.490円 93.38% 八王子 伊 5，937，590円 4，1 41，430 
5，500，900 

88.37 3.7 65，090 
(391.200) 

33.28 80.61 1.780 65.00 8.320 1 5.603，460 80.64 ス54ス480

(585，650 ) 
武蔵野 o 1 1 3，1 2 5，4 6 0 81.95 1 8，891，1 40 8，080，391 

11， 396.399 
42.77 91，626.000 67.68虫791 24.521. 859 73.88 

三鷹 76，351.470 68，329，125! 8，022，345 8担49 1 2，65虫093 5，746，582 
(41 5，588 ) 

45.39 89，01 0，563 74，075，7 0 7 1 4，934.856 83.22 6，91 2，511 

青梅 45，7 73，980 I 44，8 1 2，780 I 9 61， 20 0 ?ス90 2，658，980 443，652 (2山 5) [ 1 6.69 48，432，960 45，256，432 3，1 76，525 93.44 2，21 5，328 

84.32 1 5.07呪437 5，838，333 
( 81 2，21 0 ) 

38.72 82，350，957 62，563.683 1呪78ス274 75.97 呪241，104 

1昭島 4山川 37，465日50 3. 3 6 0，1 6 0 91.77 1. 743.200 47ス130 ( 53，1 70) 27.37 42，568，41 0 5ス942，180 4，626.230 89.1 3 1，266，070 

調布 | 仏 220，470i 60，589，290 i 5.631.180 91.50 4，23ス641 2，051，621 
( 221，1 30 ) 

48.41 70.4 5 8，1 1 1 88.91 2，1 86，020 

90.1 0 3.783，285 
1 2，327， 3 34 

23.48 1 20，55弓429 ヲス889， 6 7 5 I 2 2，66 9， 7 5 4 81.20 

小 金井 33，6口問101 2898M86j M 1R924 86.25 ス406.593 2，893，7 5 5 
( 5呪990) 

3呪07 41. 01 6，403 3 1， 8 8 3，64 1 I 9，1 32，7 6 2 7ス73

4 平 I 72，797， 6引… 20 7， 8 3 2，1 8 0 

4，51 2，838 

89.24 1 2，657，654 4，5少0，454
(267， 740) 

36.27 85，4 5 5，254 6呪555.874 I 1 5，899，38 0 81.39 
8，06ス200

( 1 40，400 ) … 日野 35.887，880 30，487，920 5，399.960 1 84.95 ス931，145 1，89ス620 6，033，525 23.93 43，81虫025 73.91 

8ス80 !日94，490 2，276，650 (396.060 ) 28.84 54，7 83.290 7虫30
5.61ス840

国分寺 4 0，8 6 3.5 20 3 r')，8 6虫4901 3，994.03日 90.23 2，1 26，8.30 
( 1 50，1 80) 

31ヲ4 46，469.035 38，996，320 ス472，715 83.92 
3，4 78，685 

国立 1 212山 O!2 1， 5 6 1， 6 1 0 i 5， 6 4 5，0 4 0 7呪25 8，901，440 3.7 1 5，680 
(320，7 20 ) 

41.74 36，1 08，0少。 25.27ス290I 1 0，830，800 70.00 
5，1 85，7 6 0 

回無 32，094，241 2虫80呪66 3 I 3. 0 8 4，5 7 8 90.62 5，11 3.733 1， 052，51 6 4，061， 21 7 20.58 38，00 7，974 30，862，179 ス145，795 81.20 

保 谷砧7…i…85 0 i 5， 7 3 3，4 5日 -・

8ヱ74 8，21 4，927 3，785，845 
(522.676 ) 

46.08 54，99 9. 22 7 44，836，695 I 1 0，1 62，532 81.52 
4，42ヌ082

( )内は不納欠損分
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国民健康保険税収入未済数年度別内訳
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日
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紬
一
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入

済

額
計

収

率

滞納繰越分

計

年度別 収入未済件数 収入未済 客員

昭和 36年度 496件 257，300円

3 7 991 479，655 

3 8 1，545 70 1，500 

‘、 3 9 2，612 1，11 5，7 9 0 

4 0 4，125 3，338，880 

4 1 4，543 5，399，860 

A 口 計 ー 14，312 •. 1 1，293，085 



(3) 歳出について

本年度の歳出総額は 10 5， 8 9 7， 3 0 3円で，前年度の歳出総額 89，9 55，5 9 1 

円に比し 15，9 4 1， 7 1 2円の支出増加となっている。

とれを各款別にみると， 前年度K比し総務費は

1， 1 9 5，4 7 2円，保険給付費は 1ス958，05 3円，保健施設費は 308ミ668円

と各々支出増加となっている。逆に公債費は 28，4 1 2円，諸支出金は

3，4 92，0も69円の支出減となっている。

総務費が前年度に比し増加した原因は，職員 給与のベースアップ及び定期

昇給により人件費が増加したためである。

また，保険給付費が増加したのは，受診者の自然増及び 1件当りの療養費が

高くなったために増加したものである。

受診者の自然増についてみると，明和 4 0年度は療養者件数が 48，6 0 5件で

受診率は 40 4.6 5%であったのに対し，昭和 4 1年度は療養件数は 55，302

件で，受診率は 426.6 %となり，療養老件数において 6，697件，受診率は

21.95%の増加となっている。

1人当りの療養費は，昭和 4 0年度は 8，928円であったのに対し，昭和 4 1 

年度は 10，5 3 7円となり， 1人当りの療養費は 1，609円の増加となったため

に療養諸費が前年度に比し大巾に増加したものである。

3. 病院事業特別会計

(1) 概況

昭和 4 1年度の病院事業特別会計は，歳入総額 13 5， 0 8 8， 5 0 5円に対し，

歳出総額は 17 6，2 8 7;-0 7 5円で，歳入歳出差引不足額 41，1 98，5 7 0円と
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なっており， この歳入不足額 41，1 9 8，57 0円を翌年』度歳入を繰上充用L-，

不足客員を賄っている。

ととるが，前年度における歳入不足額 4O ~ Ol 4，.5 9 7円を本年度より繰よ充

用してし、るため，本年度における実質的歳出客員は 13 6，27‘2;斗78円となる。

これに対し，本年度の歳入総額には一般会計からの繰入金， 3 2， 2 0 1， 0 0 0 

円が含まれており，この繰入金を差引いたところの実質的歳入額は

1 (} 2， 8 8 7， 5 O. 5円となる。

しかるに，本年度の実質的歳入額 10 2，8.8ス505円から実質的歳出客員

1 36，).7 2，478円を差引いたところの実質的事業収支においては， 守

3. 3，3， 3 3， 8 5 ]円の歳入不足となっている。

前年度は実質的事業収支{三おいでは， :5，2，58ス129円の歳入不足であった

が，本年度は 33，3 3 3，8 5 7円となり，歳入不足が 1呪25 3，2 72円減少して

いる。ところが営業収支においては，男iJ表 Iに示すと lおり，収入済額

1 0.2，8 8ス505円に対し，支出済額は 12 5， 7 0 4，9 3 3円で，差引

2 2，8 1ス428円の赤字となっている。これは前年度の営業収支における赤

字額ス 25ス763円に比し， 1 5，5 5号665円の赤字増加となっている。 本

年度は前述のように実質的事業収支においては，前年f度よりも 1呪253，272

円の歳入不足の減少となったが，営業収支におrい℃は 15，5.5又665円の赤

字増加となっている。

このように実質的事業収支にーおいて 9 歳入不足客員が減少したのはヤ ζ前年度に

おいて施設整備費に 1.5 8，1 4 3，4 8 5.円と莫大な費用を要したのに比じ，本年

度はス 74ス323円となり， 1 5 0，3ヲ6，16 2円も誠少したことが基闘するも

のである。

一方，営業収支において赤字が増加した大きな要因は，人件費が前年度は
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3呪o0 6，8 3 1円であったが，本年度は 56，21・5:2'9--5円となり， 1ス208，464

円(4 4.1 2 %)と大巾に増加したことと管理運営費が前年度に比し，

11， 0 8 6，3 9 2円(t 6 6.5 7沼〉と大巾に増加じたとと等である。

人件費については，前年度において施設拡張を行なったために医師及び職員

等の増員があったことと，給与のベースアップによる給与改訂が行なわれた

ためのものである。 〆

また，管理運営費については，施設を前年度拡張じたために施設め管、理t運営

に必要な光熱水費j臨時医師の賃金等が増加したためである ぷ

しかし，収入にFおいては，前年度比比し 3 2，0 5 0，7 8 5円 (48.5 9 %)増加

したが，支出の増加割合が上廻っているために営業収支において赤字となっ

たものである。よって今後は十分営業収支について検討を行ない，経営の合

理化を推進し?営業収支の向上をはかるよう努力されたい。

(2) 予算執行状況について

本年度の矛算執行状況は， : ~IJ 表比示すとおりで，歳入においては，診療収入

'(予算執行率 6ス2;3，%)を除いてはおおむね良好な執行がなされたもめと認

められたヤ ;ー

しかい歳入予算の 7ダ8ヲ%を占めている診療収入の予算執行率がるス 23%

と低調である。本年度の診療収入は当初予算 12ス300;''0 [) O円で，前今年度の

決算数 65，9 6 2，6 2 3円の約 2倍近くの予算計上を行なっている。

これは病棟の増築により病床数が 20床であったものが 10 0床己増力口し，

本年度は当初.より使用できたため入院収入の大巾な増収を見込み計上しだも

のである。
4島、
! 、 1

当初予算において，このように大巾な増収を見込み，予算計、上じたにもかか
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わらず，補正予算において 1J3， 4 8 1， 0 0 0円の増額補正を行ない，最終予算

、額は 145，7 8 1，0 0 0円に達し丈いる。

ところが，決算における収入済額は 98，01 3，46 8円で予算額を 47;7あえ532' 

円も下廻っている状態であり，当初予算よりも 2<(，2 8 6，5 3 2円の収入減と

なっている。

このことから増額補正を行なわず，むしろ減額補正を行なうべきものである。

このように当初予算額よりも決算額が大巾に下廻っているにもかかわらず増

、額補正を行なったことは，予算編成にあたって，支出に対する財源がないた

めに診療収入を明らかに過大見積りしたものである。診療収入の過大見積に

より予算編成を行なったために決算において，40，061，000円の歳入不足を生

じ，この歳入不足額を翌年度の繰上充用に~よって収支の均衡を保ったもので

あるが，とのように繰上充用を行なうことは当然翌年度の財源に影響を及ぼ

し，累積赤字の原因になるおそれがあるので，予算編成にあたっては?これ

らの点を十分配慮し健全な予算を作成すべきである。

なお，前年度においても診療収入の過大見積を行なっており，決算審査意見

、として取よげたものであるが，本年度においても改善されていないため再度

注意を促すものである。

一方，歳出予算においては，予算執行率 96.61 %で，前年度の予算執行率

?呪 44%に比しやや低下している。

このように前年度に比し予算執行率が稀々低下した要因は医業費が予算現額

4 5，48 7，00 0円に対し，支出済額 4-1~ 7 2 5，9 9 5円で，予算執行率 91.73%

となり，前年度の予算執行率 9呪82%に比し， 8.09%低下したことと，総務

費が予算現額 76，5 50，0 0 0円に対し，支出済額 74，5 6 8，7 26円で， 予算執

行率 9ス41%であり，前年度の予算執行率 9虫04%に比し， 1.63%低下し
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医療用薬品の-講λが当初の予定よりも少た Lどとである。医業;費亡、.~ .いては F

総務費においては職なくてすんだために不用額が生じたものである。また;

員費を当初予算1こ60;9'90，0 0 0円計上し， 、補正予算にて ;3;，2>96.0 0 0月の減

決算においてなおかつ 1~4.， t 8:'7，0 5円の不用額を生じて額補正を行なったが，

.. 予算の算定が精々甘かったために執行率の低下をきたしたもりだある。おか，

字

、 ι

句両

歳入について‘(3) 

前年度の歳入総額1-，94，2QA/S 9 3 本年度の歳入総額は 18 2，4 7 6， 0 0 0円で，

円ヒ比一し5 矢11ιム388円の減少となっている c

前年度ば病院増築に伴Jう財源とし?と市ふとめよ、うじ、歳入総額が減少したのは，

本年度、;債を 1Dなt)'OeO;U'O'O円発行したために歳入が膨脹じたものであるが，

は前年度ーに病院増築工尊重が完了したために市債の発行を行なわずに済:んだた

めに減少じたちーのである。

歳入をさらに分析し，款男ljにみると，

の65， 9 -'6' 2，'6 2 3円に比し 32，05 0，8 4 5円(48:59%)の増収左たっている。

とれは病鋭増築により病床数が増加したことによりλ院収入が前年度に比し

診療収入;ほ98，0 1 3;4、68円マ，前年度

総合病院になったために外来診療が増加し2 1， 2 4 7，0 0 9円増加したことと，

外来収入が前年度ピ比し 10， 0 '0 3， 3 3 3円増加したとと等により増収となった

量

ものである。

使用料及ぴ手数料ば 2，93 '2，9 7 0円で前年度の 830，4 8 3円に比し 2，102，4 8 7 

円(25 -3.16 %)の増ι文となっている。

とれは入院患者の増加に伴い特別室の使用増加及び容器の使用増加による使

用料の増加並びに健康診断の増加によるー手数料の増加及び健康診断書等の文

書料の増収によるものである。
(
4
 

1¥
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戸

、

ー
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繰入金は 32，2 0 1， 0 0， 0円で， 前年度の 1Q，7， 0 0，，0 0 0円に比し，21， 5 0 1， 0 0 0 

円(2 0，0.9 4 %)の増加となっており，一般会計からの繰入金が増加したも

のであるが，繰入金は年々増加の一途をたどっている。

諸収入は 1，9 4 1，0 6 7円で，前年度の 1，003，2 5 5円に比し， 937，812円の

ー増加と なっている。これは入院患者の増加に伴い付添者の給食料が増加した

ととによ って増収となったものである。

(4) 

以上のことから本年度は病院増設により経常的収入が増加 したにもかかわら

ず，一般会計からの繰入金が大 巾に増加 している。と れは病床数を前年度は

2 0床であったものを 100床に増設した割に入院収入が増加しなかったた

めにこのような結果となったものであり，今後はとれらの点を十分検討し，

診療収入の増加に努め，一般会計からの繰入金の減少を図るよう努力を望む

ものである。

ー、、

歳出について

本年度の歳出総額は 17 6，28ス075円で，

円に比 し5ス93 2，4 1 5円の支出減となっている。

前年度は病院増設のため施設整備費に 15 8，1 4 3，4 8 5円と莫大な費用を要し

たが，本年皮の施設整備費はえ 74ス323円で，前年度に比し， 1 50， 3 96， 1 62 

円減少したことが最も大きな要闘である。

このように歳出総額においては前年度に比し大巾に誠少したが，

以外の費用は大巾な支出増加となっている。

施設整備費

これを各款毎にみると， 総務費は 74，5 6 8，72 6円で， 前年度の 36，683，464

円に比し 28，5 62，7 20円(6 2.0 8 % )の増加となっている。

これは病院の増設を行なったために職員数が昭和 4 0年 10月現在は 44名
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であったが'.昭和41年10月現在においては 67名となり， 2 3名増員と

なったこと及び職員給与のベースアップによる給与改訂が行なわれたために

人件費が増加したこと F 並びに病院の管理運営に要した光熱水費，臨時医師

の賃金等の管理運営費の増加によるものである。

医業費は 41，7 2 5，9 9 5円で，前年度の 44，6 5 1， 0 5_ 2円に比し 17，074，943 

円(6呪27%)の増加となっている。これは患者数の増加により医薬品材料

賓が前年度に比し 12，745，567円増加したこと及び給食材料費が 2之_27，654

円増加したこと等にーよるものである。

公債費は1:2; 2 3 0，4 34円?で，前年度の 5，418，9 4 7円に比しム811~ 4 .g 7 円

C 1 :2 5. 7， 0，% )の支出増となっている。これは前年度において市債を

1 0 Q，O 0 0， 0 D 0円発行したととにより，本年度は前年度より市債に対する償

還金利子が増加したためである。

諸支出金は，前年度は零であったが，本年度は 4，01 4，5 97円の支出がなさ

れているが，これは前年度決算において歳入が歳出に対して不足していたた

め本年度より繰上充用したためのものである。、

以上のことから本年度は施設整備費を除いては大巾に支出増となっており，

特に経常的費用が増大L，経常的収入'をよ廻っている状態じあるので?これ

らの点を十分検討し，経費φ節減をはかり示 、地方自治法第 2条第2項の 12 

の規定の趣旨に添うよう努力されたい。

、、・
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営業収支状況

年度 川 i ! ¥¥¥ ! 昭和 41年度 (イ)I 昭和 40年度 (吋 i 昭和 39年度
収入及び支出区分 ¥¥¥¥~  | i i 

77漆収 入 98，013，468円I 66，031，836円 i
ド一一一一一一斗一一一一一一一斗- 一 ; 

! .j使用料及び手数料 2，少32.970 ! 830，483 

収入江一収 入 l つ九五一「つ:D03255 l
i収入計内 102，88ス505 i 6ス865574 i

i総務費 74，5 6 8，7 2 6 4 6， 0 0ふ006 (

|医 業 費 I 4仰 m5 l 2仏“ω6“5川 2 26ふ“仙'忠訓8引1叩川0，74 

支 出 iト一一一一一一一 L_-----------4-------------~ 
| 公 債 費f"¥A A f"'I 円 4 円 i バノ円 li 1 ... n 門 A 〆

| (支払利息のみ) 九斗 IU，4. I L. I '+，Lt 0 0，4. f 7 I 1， U U 7， 斗 O

|支出計例 125，704，935 L 75，123.337J 64503459 

営 業収支内一例 I o 22.81ス428 I ムス25ス765 i

十

1!?

j
il
lせ
4
7
1炉

l
i
l
i
-
-
i
l
'

6

4

1
 

2呪810，7 4 9 1 6呪27

330，377 

4.943，933 

50，581， 596 

ム 15，55虫665

210.69 

1 6ス33

I O 31 4.39 
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4. 用品特別会計

用品特別会計による昭和 41年度の年間用品購入額は 4ス683.583円におよび.

年間 4ス42ス644円の用品供給が行なわれている。

停

これが運転資金として，一般会計が、ち2:，000.000円が繰出され，年間約 24回転

におよぶ資金回転が行なわれている。

これは，前年度の資金白転数約 18回転に比し，約 6回転上廻っており.年間

用品供給額において 12.050.547円の供給増加となっており.良好な資金運用が

なされているものと認められ， 集中綿入による経費の節減.使用物品の規格の

統一，需要に対する供給の迅速，事務手続の簡素化等がはかられているものと

認められた。

5. 公益質屋基金

a
t
i
t
a
t
-
E
g
h
E・
勿
冒

E
a
F
.

，，H
1

木年度の基金総はろ，900.000円で.年度末における在庫は 1，750点数 1，039口で

3，7 6 1，3;0'0円，年度末現金は 138，700円となっている。

これは.前年度末の在庫 1，803点 1，006口. 3，06ス850円.年度末現金 832.150円

に比し.在庫は点数及び口数においては減少しているが.金額においては.

6 93，4 50円の増加となっている。

また. 年度末羽金にあっては 693，450円の減少となっている。

本年度の基金起用状侃は.別表に示すとおり前年度に比し貸付金 20.81%.弁ー

済金 21.50%.利子収入口15%の増加となっている。

また.前々年度に比し， 貸付金 44.40 %.弁済金 4ス82%. 利子収入 4呪96%の

増加となっており.年々利用者が増加していることを物語っている。

貸付金合計額を月平均在庫高で除したところの貸付回転数にあっては.本年度
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前年度の 3.34回転に比し，やや向上しており基金運用がは3.48回転であり，

効率的に行なわれているものと認められる。

流質処分についてみると，本年度の流質処分元金は 503.，6，00円で， 前年度の

163.550円の減少となっており，流質処分欠損金は 5，.500円668，150円に比し，

25，55.0円の欠損金の減少となっている。前年度の 30.850円に比し，で，

流質元金の約1.1 %であり， 〆前年度の約しかるに本年度の流質処分欠損金は，

軍i

適切な処分がなされでいる q可成りの向上を示しており，4.6%に比し，

基金本来よって，本年度の基金運用は，全波的に適正かっ効果的に行なわれ，

1 0，960，800円

1 ." 1勾，567 ..，ム、J64，550， 
ベト一一一一 一一一一一一一一一一一一一

l流
1，1 40，329 P:1 503，600円

944，762、 668.150

の目的を達成しているものと認められた。

金一克質子

三o21，300 

. 1 66，850 7 60，42.8 ス41瓦050

1.9.39，500 

k 
昭和 41年

10，063，950 

紹和 5?年 ! 
41年度対 40年度i
増減額 !

41年度対40年度
増減比率 I

4 0年昭和

:流質物処分金 (月平均在庫高 l

545，1 0 0円 3.490，03?円 3.4.8回

637i300 ?!017.845 3.34: 

149.0 Q 0 2，330，6583.61  

i ム ~ ，4 ・ 200 472，212.・

貸付回転殺

、、

rn
H
U
 

1
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昭和 41年度事業成績比率

;:g 

勾
J

4 0.5 2 6円占山2 1 1 2.2口1日平均貸付

3 6，5 3 6円1呪1点1 1. 3口1日平均弁済

3，326.36銭ロ平均貸付金額

/1 

(流矧を 4カ月 として契約し川
ので (1 2カ月+4月) 年間 3回転
する 。

j弁i併は貸付と i司一条件か ら年間 5
l回転する。

3.238，05銭

3.4 8回

1口平均弁済金額

貸付金回転率

j流期 4カ月とし 1カ月 30日(30 
1日X4月)弁済日数 120臼が基準

3. I 4回弁済金回転率

数日弁済 1 0 4日

3，267害リ率付利貸

2.4 % 貸付対流質 率

年間平均在庫高 3，4ヲ0.03ス50;銭2.038点1， 1 0 3口
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